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 第７回  熊本県議会 有明海・八代海再生及び地球温暖化 

対策特別委員会会議記録 

 

平成28年９月27日（火曜日） 

            午前10時０分開議 

            午後０時15分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

(1)有明海・八代海の環境の保全、改善及

び水産資源の回復等による漁業の振興に

関する件について 

(2)地球温暖化対策に関する件について 

(3)付託調査事件の閉会中の継続審査につ

いて 

――――――――――――――― 

出席委員（15人） 

        委 員 長  坂 田 孝 志 

        副委員長  田 代 国 広 

        委  員  山 本 秀 久 

         委   員 西 岡 勝 成 

        委  員 村 上 寅 美 

        委  員 城 下 広 作 

        委  員 松 田 三 郎 

        委  員 山 口   裕 

        委  員 内 野 幸 喜 

        委  員 磯 田   毅 

        委  員 西 山 宗 孝 

        委  員 岩 本 浩 治 

        委  員 岩 田 智 子 

        委  員 髙 島 和 男 

        委  員 吉 田 孝 平 

欠席委員（なし） 

委員外議員（なし） 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 環境生活部 

         部 長 田 代 裕 信 

        環境局長 成 富   守 

      首席審議員兼 

環境政策課長 村 井 浩 一 

    環境立県推進課長 橋 本 有 毅 

環境保全課長 川 越 吉 廣 

   自然保護課課長補佐 稲 葉 智 裕 

循環社会推進課長 久 保 隆 生 

 企画振興部 

        審議員兼 

   交通政策課課長補佐 前 田   隆 

 商工観光労働部 

     新産業振興局長 寺 野 愼 吾 

      産業支援課長 三 輪 孝 之 

   エネルギー政策課長 前 野   弘 

 農林水産部 

部 長 濱 田 義 之 

      農村振興局長 小 柳 倫太郎 

        水産局長 平 岡 政 宏 

首席審議員兼 

農林水産政策課長 白 石 伸 一 

農業技術課長 堤   友 信 

農地整備課長 西 森 英 敏 

森林整備課長 赤 羽   元 

水産振興課長 木 村 武 志 

漁港漁場整備課長 田 尻 雅 裕 

水産研究センター所長 平 山   泉 

 土木部 

総括審議員兼 

河川港湾局長 鈴 木 俊 朗 

土木技術管理課長 緒 方 進 一 

審議員兼 

都市計画課課長補佐 下 村 正 宣 

下水環境課長 丸 尾   昭 

河川課長 村 上 義 幸 

  港湾課長 亀 崎 直 隆 

  建築課長 清 水 照 親 
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 教育委員会事務局 

      義務教育課長 坂 梨 光 一 

 企業局 

         次 長 福 島   裕 

審議員兼総務経営課 

荒瀬ダム撤去室長 山 内 桂 王 

        工務課長 武 田 裕 之 

 警察本部 

      交通部参事官 田 中   亨 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

   政務調査課主幹   濱 邊 誠 治 

     議事課主幹   門 垣 文 輝 

――――――――――――――― 

  午前10時開議 

○坂田孝志委員長 開会に先立ちまして、御

報告いたします。 

 本日は、全ての委員が出席であります。た

だいまより開会します。 

 ただいまから、第７回有明海・八代海再生

及び地球温暖化対策特別委員会を開催しま

す。 

 なお、本委員会に１名の傍聴の申し込みが

あっておりますので、これを認めることとい

たします。 

 皆さんおはようございます。委員長の坂田

でございます。 

 本日は、執行部を交えた本年度最初の委員

会でありますので、一言御挨拶を申し上げま

す。 

 皆様方には、御承知のとおり、本委員会に

は、有明海・八代海の環境の保全、改善及び

水産資源の回復等による漁業の振興に関する

件及び地球温暖化対策に関する件の２件の調

査事件が付託されております。 

 どの案件も重要な課題であり、いろいろと

御苦労もあるかと存じますが、引き続き取り

組んでいかねばならない課題と認識している

ところでございます。よろしくお願い申し上

げます。 

 執行部の皆様方におかれましては、去る４

月に発生しました熊本地震における水産業被

害への対応や６月の大雨による海岸への漂着

流木などへの対応など、昼夜を分かたず献身

的にお取り組みいただきましたことに心から

感謝申し上げる次第でございます。 

 また、去る８月には、関係者の皆様の御協

力を得て、塩屋漁港と長洲町のアサリの漁場

回復に係る管内視察を実施し、現場の状況、

地元の皆さん方の声などを直接伺いまして、

委員会審議の参考とさせていただいたところ

でございます。 

 今後、委員の先生方を初め執行部の皆さん

方の御協力をいただき、田代副委員長ととも

に、本委員会の円滑な運営に努め、付託され

ました調査事件に精いっぱい取り組んでまい

りたいと考えておりますので、どうぞよろし

くお願いを申し上げます。 

 簡単ではございますが、御挨拶といたしま

す。 

 それでは、副委員長のほうにも一言お願い

いたします。 

 

○田代国広副委員長 おはようございます。

副委員長田代でございます。 

 御承知のように、本委員会は、有八並びに

地球温暖化という極めて重要な２つの案件を

審査する委員会であります。 

 坂田委員長を補佐して、本委員会が円滑な

運営ができますように、微力ではございます

けれども、精いっぱい努めてまいりたいと思

っております。 

 なおまた、委員の先生方、さらには執行部

の方におかれましても、皆様方の御協力をよ

ろしくお願い申し上げまして、簡単ですけれ

ども、一言御挨拶させていただきます。よろ

しくお願いいたします。 

 

○坂田孝志委員長 それでは、執行部関係部

課職員の自己紹介を受けたいと思います。自
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己紹介名簿の順に自席からお願いします。 

 なお、今回から新たに本委員会へ農林水産

部長が出席することとなりました。つきまし

ては、濱田農林水産部長、よろしくお願いい

たします。 

  (田代環境生活部長、成富環境局長～田

中警察本部交通部参事官の順に自己紹介) 

○坂田孝志委員長 なお、自己紹介以外の職

員の方については、お手元に配付しておりま

す委員会資料の関係部課幹部職員の名簿のと

おりでございます。 

 次に、執行部を代表して、田代環境生活部

長から挨拶をお願いします。 

 

○田代環境生活部長 それでは、委員会の開

会に当たりまして、執行部を代表して御挨拶

を申し上げます。 

 県議会におかれましては、昨年度より、有

明海・八代海再生及び地球温暖化対策特別委

員会として、有明海、八代海の再生及び地球

温暖化対策の２つの項目につきまして御審議

をいただいております。 

 本年度は、８月に管内視察を行っていただ

いておりますけれども、４月に発生しました

熊本地震の影響で、委員会審議としては今回

が初めてとなります。 

 引き続き、御審議、御指導方よろしくお願

い申し上げます。 

 それでは、審議項目に係ります現況につい

てでございますけれども、有明海、八代海の

再生につきましては、平成15年３月に策定し

ました有明海・八代海等再生特別措置法に基

づく県計画と平成16年２月の県議会からの御

提言に沿いまして、森林、川上から川下、そ

して海に至る総合的な対策に取り組んでおり

ます。 

 これまでの取り組みによりまして、海域の

環境は、近年、約７割の水域において環境基

準を達成し、ほぼ横ばいで推移しております

が、漁獲量は減少傾向から脱し切れておりま

せん。 

 県としましては、関係県とも連携した取り

組みを進めますとともに、ことし２月に庁内

に設置しました有明海・八代海等再生推進チ

ームにおきまして、現状の把握や課題の整

理、再生方策等について検討を行い、本年度

末に予定されております国の総合調査評価委

員会の報告や国の施策に地元の意見が反映さ

れるよう具体的な提案を行ってまいりたいと

考えております。 

 今後とも、全庁横断的に取り組み、有明

海、八代海の再生に向けて努力を続けてまい

ります。 

 次に、地球温暖化対策につきましてでござ

います。 

 平成21年３月の県議会からの御提言を受

け、翌年に熊本県地球温暖化の防止に関する

条例を制定し、くまもとらしいエコライフの

県民運動を初め、各対策を進めております。 

 昨年12月に開催されました国連気候変動枠

組条約締約国会議、いわゆるＣＯＰ21におい

て、産業革命前からの気温上昇を２度未満に

抑えるという共通の目標に向けまして、世界

各国が協調して取り組むことを定めましたパ

リ協定が採択されております。 

 国においては、５月に閣議決定されました

地球温暖化対策計画において、平成42年度ま

でに温室効果ガス排出量を平成25年度比で26

％削減するという新たな目標を掲げられてお

ります。 

 本県におきましても、ことし２月に策定し

ました第五次熊本県環境基本計画におきまし

て、同期間で30％削減するという目標を掲げ

ているところでございます。 

 今後も引き続き、低炭素社会の実現に向け

た県議会の提言に沿いまして、施策の推進を

図り、温室効果ガスの排出削減の一層の促進

に努めてまいります。 

 本日は、今年度初めての審議でございます

ので、これまでの経緯や現状とあわせて、本
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年度におきます取り組み等について御説明を

することとしております。 

 詳細につきましては、この後、関係課長が

説明を申し上げますので、よろしくお願い申

し上げます。 

 

○坂田孝志委員長 それでは、お手元に配付

の委員会次第に従いまして、付託調査事件を

審議させていただきますので、よろしくお願

いします。 

 議題１有明海・八代海の環境の保全、改善

及び水産資源の回復等による漁業の振興に関

する件及び２地球温暖化対策に関する件につ

いて、一括して執行部から説明を受け、その

後、質疑は議題ごとに行いたいと思います。 

 なお、委員会の運営を効率的に行いたいと

考えておりますので、説明につきましては、

簡潔にお願いします。 

 また、説明者は、着座にて説明をお願いし

ます。 

 まずは、有明海・八代海の環境の保全、改

善及び水産資源の回復等による漁業の振興に

関する件について、①有明海・八代海の再生

に係る現状等について説明をお願いします。 

 

○橋本環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 資料の９ページをお願いいたします。 

 有明海・八代海の再生に係る現状等につい

てでございますが、まず、１のこれまでの経

緯等について説明させていただきます。 

 平成12月７月から翌１月に発生いたしまし

た赤潮被害を契機とし、(2)②に記載のとお

り、平成13年９月、当時の環境対策特別委員

会からの提言等を踏まえ、有明海、八代海の

再生に向けた県の総合計画を策定いたしまし

た。 

 また、③ですが、各県及び地元の要望等を

受け、有明海及び八代海を再生するための特

別措置に関する法律が、平成14年11月に成立

いたしました。 

 これを受けまして、④ですが、国の基本方

針が示され、県でも改めて特別措置法に基づ

く有明海・八代海再生に向けた熊本県計画を

策定いたしました。 

 資料の10ページをお願いいたします。 

 ⑤ですが、平成15年６月定例県議会で有明

海・八代海再生特別委員会が設置され、翌年

２月定例県議会で県計画を着実に実施するた

めの提言がなされました。 

 次に、(3)国の動向ですが、①の促進協議

会が特別措置法に基づき組織され、関係６省

庁と関係６県が連携をとりながら協議が行わ

れています。 

 ②有明海・八代海等総合調査評価委員会

は、特別措置法に基づき設置されているもの

で、平成18年12月に委員会報告が策定されま

したが、特別措置法の改正に伴い、平成23年

10月から評価委員会での検討が再開され、今

年度末をめどに報告が取りまとめられる予定

です。 

 ③の有明海漁場環境改善連絡協議会は、平

成17年に設置され、沿岸４県及び４県漁業者

が構成員となっております。 

 平成26年10月には、関係４県が協調した取

り組みを進めるための話し合いの場としての

知事レベル会合の位置づけや、水産庁及び農

村振興局が加わるなど、組織の拡充が図られ

ております。 

 資料の11ページをお願いいたします。 

 (4)でございますが、関係６県で有明海・

八代海再生推進連絡協議会を設置し、各県連

携した事業の実施や情報交換等を行っており

ます。 

 (5)県の取り組みでございますが、これま

で提言で示された方向性に沿って、以下に記

載しております諸施策を実施してまいりまし

た。 

 これらの取り組みにより、一定の成果が上

がっているものもありますが、再生に向け
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て、引き続きこれらの施策に取り組んでいく

必要があると考えております。 

 また、ことし２月に、庁内関係課で構成す

る有明海・八代海等再生推進チームを立ち上

げており、地元の意向等を踏まえ再生方策の

検討を行い、評価委員会や関係省庁に対して

具体的な提案、要望を行ってまいります。 

 なお、御参考までに、16ページに別紙１と

して特別措置法の概要を、また、18ページに

別紙２として県計画の概要を添付しておりま

す。 

 これまでの経緯等につきまして、説明は以

上でございます。 

 

○川越環境保全課長 引き続き、資料の12ペ

ージをお願いいたします。 

 ２の有明海・八代海の水質の状況について

御説明いたします。 

 公共用水域に係る水質監視につきまして

は、水質汚濁防止法に基づき、熊本市など関

係機関と協議の上、水質測定計画を毎年策定

いたしまして、常時監視を行っております。 

 環境基準の達成状況でございますが、海の

汚濁の指標であるＣＯＤ及び富栄養化の指標

である全窒素、全リンにつきましても、近年

変動はあるものの、ほぼ横ばいの状況にあり

ます。 

 次に、(1)の水質の常時監視体制等でござ

いますが、真ん中の枠囲みにありますよう

に、ＣＯＤ等の項目ごとに有明海、八代海を

幾つかの水域に分け、環境基準点を45地点設

定いたしまして、年間６回から15回の測定を

実施しております。 

 (2)の環境基準の達成状況でございます。 

 右下の枠に環境基準の基準値を記載してお

ります。 

 まず、アの健康項目、いわゆる人の健康の

保護に関する項目であるカドミウムなど24項

目でございますが、全ての水域で適合してお

りました。 

 次に、イの海の汚濁の指標でありますＣＯ

Ｄ、化学的酸素要求量の環境基準の達成状況

でございますが、有明海では、７水域のうち

６水域が適合で85.7％、八代海では、11水域

のうち10水域が適合で90.9％となっておりま

す。 

 ウの富栄養化の指標であります全窒素、全

リンでございますが、有明海、八代海ともに

３水域のうち２水域が適合ということで66.7

％でございました。 

 13ページに、項目ごとの濃度の経年変化を

折れ線グラフで記載しております。 

 両海域とも、変動はあるものの横ばい状況

にありまして、有明海よりも八代海がやや濃

度としては低い濃度で推移しております。 

 次に、(3)の有明海・八代海への汚濁物質

の流入削減対策についてでございます。 

 環境基準を達成していない水域もあること

から、引き続き、関係各県を含め、関係各機

関と連携して取り組みを行います。 

 特に、海域環境への負荷の削減を目的とい

たしまして、条例等の改正を行いまして、平

成20年４月以降は、事業場排水からの汚濁物

質の流入削減対策を強化しているところでご

ざいます。 

 水質の状況は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○木村水産振興課長 水産振興課でございま

す。 

 報告資料14ページをお願いいたします。 

 ３の有明海・八代海の漁業生産、これは、

とる漁業についての状況でございます。 

 最下段のグラフをお願いいたします。 

 左側に魚類、右側にアサリの漁獲量の平成

元年からの推移を記載しております。白丸が

八代海、黒丸が有明海でございます。 

 左の魚類は、有明海では、平成26年で

1,173トンで、ほぼ1,000トン程度で横ばいの

状況でございます。八代海も8,089トンで、
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ほぼ8,000トン程度で横ばいで推移しており

ます。 

 右のアサリは、両海域ともここ数年は非常

に厳しい状況で、平成27年度は両海域合わせ

て160トン程度の生産となっております。 

 有明海のここ数年の状況ですが、平成20年

から22年にかけて、稚貝発生の減少やホトト

ギスガイの大量発生による環境悪化が減少要

因となりまして、これらホトトギスガイは、

漁業者による駆除で、平成23年はある程度増

加したものの、平成24年の大水害で、また減

少に転じております。その後、平成26年から

27年にかけて、これまでの取り組みと自然環

境に恵まれたことにより、広範囲にアサリの

稚貝の発生が見られている状況でございま

す。 

 八代海におきましては、平成23年の大雨に

よる大量死から回復しない状況が続いている

と考えられます。 

 続きまして、15ページをお願いいたしま

す。 

 養殖魚の生産状況でございます。 

 下段のグラフをごらんください。 

 左側がノリ養殖、右側が魚類養殖の平成９

年からの推移です。 

 左のノリ養殖は、ほとんどは黒丸の有明海

での生産となっております。近年、10億枚未

満の生産が続いておりますが、平成26年から

単価が上昇したこともあり、平成27年度も、

生産枚数は9.1億枚と平年の84％でありまし

たが、金額は105億円と平年の109％となって

おります。 

 右側の魚類養殖ですが、白い四角で示しま

したマダイは8,000トンから１万トンで上下

しながら生産されており、ブリのほうは

6,000トンから8,000トンで推移しておりま

す。 

 水産振興課は以上でございます。 

 

○坂田孝志委員長 次に、②有明海・八代海

再生に係る提言への対応について説明をお願

いします。 

 

○橋本環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 資料の19ページをお願いいたします。 

 平成16年２月に、当時の有明海・八代海再

生特別委員会からいただきました提言に沿い

まして、県で取り組んでおります施策等を一

覧にしております。 

 今回は、今年度初めての委員会でございま

すので、これらの各施策につきまして、各担

当課から順次説明させていただきますので、

よろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

 

○丸尾下水環境課長 下水環境課でございま

す。 

 資料20ページをお願いいたします。 

 提言項目海域環境への負荷の削減に対しま

す生活排水処理施設の整備促進と適切な維持

管理の取り組みについて御説明いたします。 

 まず、１、施策の概要等の①提言の実現に

向けたこれまでの取り組みですが、平成32年

度末での汚水処理人口普及率を90％までに高

めることを目標に、地域特性に適した生活排

水処理施設の整備を促進し、あわせて施設の

汚濁負荷削減効果を発揮させるため、下水

道、集落排水施設への早期接続や浄化槽の適

正管理について、市町村や関係機関と協力

し、普及啓発活動に取り組んでいるところで

ございます。 

 ②の課題と今後の方向性についてですが、

人口減少などの社会情勢の変化を踏まえて、

早期の事業慨成や長期的な視点での改築更新

や運営管理などを基本方針とする新たなくま

もと生活排水処理構想を策定することとして

おります。また、維持管理においては、引き

続き汚濁負荷削減効果を発揮させるための普

及啓発活動に取り組んでいくこととしており
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ます。 

 続きまして、２の平成27年度の取り組み実

績について、右の欄で主なものを御説明いた

します。 

 (1)の汚水処理人口普及率ですが、平成27

年度末の汚水処理人口普及率は85.3％で、前

年度と比較しまして0.6％上昇しておりま

す。 

 (3)の合併処理浄化槽への転換ですが、平

成26年度から実施している個人設置型の転換

促進補助事業を13市町村において実施し、ま

た、国の補助事業に満たない市町村設置型補

助事業については３市町が実施しています。 

 次に、３の平成28年度の取り組み目標及び

取り組み状況でございますが、下水道等の災

害復旧に取り組むとともに、引き続き、上記

(1)から(6)の事業に取り組むこととしており

ます。 

 下水環境課は以上でございます。 

 

○橋本環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 資料の21ページをお願いいたします。 

 普及啓発活動の展開でございます。 

 １の施策の概要等の①のとおり、県下一斉

清掃活動や出前講座などの啓発活動を実施し

ています。 

 ２の平成27年度の取り組み実績ですが、右

側の欄に記載のとおり、(1)のくまもと・み

んなの川と海づくりデーにつきまして、昨年

度はメーン会場での実施を雨天により中止せ

ざるを得ませんでしたが、７月８月を中心に

県内各地で清掃活動が行われました。 

 (2)の全国アマモサミットは、10月２日か

ら３日間、有明海、八代海の再生をテーマ

に、やつしろハーモニーホールで開催され、

県も共催し、啓発に取り組みました。 

 そのほか、(3)から(5)に記載のとおり、学

校等への出前講座、水保全活動の指導者育

成、ＮＰＯ等と連携した調査、自然環境講座

などを実施し、干潟の生物や保全などについ

て普及啓発を行いました。 

 ３の今年度の取り組み予定及び状況でござ

いますが、引き続き、有明海、八代海の再生

に向けた機運醸成に努めてまいります。 

 なお、今年度のくまもと・みんなの川と海

づくりデーにつきましては、芦北町の御立岬

公園をメーン会場とし、７月23日に実施いた

しました。 

 説明は以上でございます。 

 

○坂田孝志委員長 説明は簡潔でよかばって

んが、余り早口なら、ちょっと聞き取れぬけ

んな、言葉を吟味しながら……。 

 

○川越環境保全課長 環境保全課でございま

す。 

 資料の22ページをお願いいたします。 

 提言項目海域環境への負荷の削減に対する

工場・事業場の排水対策について、本年度事

業の経過を御報告いたします。 

 提言の実現に向けた取り組み概要でござい

ますが、いわゆる陸域から海域環境への負荷

の削減を目的といたしまして、工場、事業場

の立入検査による適正な排水指導を行ってお

ります。 

 ２の平成27年度の取り組み実績の右側の欄

の②をごらんください。 

 平成27年度は、延べ484事業場に立入検査

を実施いたしまして、うち15事業場に改善指

導を行いました。また、水質測定計画に基づ

きまして、海域における水質状況調査を年間

６回から15回実施しております。 

 次に、３の平成28年度の取り組み状況でご

ざいますが、８月末までに延べ101事業場に

立入指導と排出水の確認等を行いまして、基

準超過となった２事業場に対し、改善指導等

を行っております。 

 環境保全課は以上でございます。 
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○堤農業技術課長 農業技術課でございま

す。 

 資料は、続きまして23ページでございま

す。 

 農業・畜産対策の農薬・化学肥料の使用量

の削減についてでございます。 

 まず、１の施策の概要等の①の提言の実現

に向けたこれまでの取り組みでございます。 

 肥料や農薬による環境への負荷を軽減する

ため、本県では、農薬や肥料をできるだけ抑

えて農業を行います環境保全型農業というも

のに平成２年度から取り組んでおります。エ

コファーマーという環境保全型農業を実践し

ている農家が、平成27年度末で、全国第５位

でございます8,817経営体となっておりま

す。 

 また、平成23年度からは、くまもとグリー

ン農業によりまして、環境保全型農業を県民

運動として展開しておりまして、この運動の

認知度向上や生産の拡大、消費者などへの理

解促進に取り組んでおります。 

 次に、２の平成27年度の取り組み実績の右

側の②でございます。 

 (1)から(4)でございますが、熊本県地下水

と土を育む農業推進条例に基づきます県民会

議やくまもとグリーン農業推進本部会議の構

成機関・団体が一体となりまして、地下水の

涵養や環境保全型農業を推進しておりまし

て、生産者の意識啓発と消費者への理解促進

に取り組んでおります。 

 その結果、環境保全型農業に取り組む生産

者、そして応援をしていただきます消費者や

店舗など、その数が順調に増加しているとこ

ろでございます。 

 (5)でございますが、環境に優しい農業技

術の実証展示圃を県内11カ所に設置しまし

て、減農薬・減化学肥料技術の普及、定着を

推進しております。 

 次に、３の平成28年度の取り組み予定及び

状況でございますが、平成28年度におきまし

ても、引き続きましてくまもとグリーン農業

の取り組みを進め、環境に優しい農業技術の

普及拡大により、農薬、化学肥料の使用量の

削減に取り組むことといたしております。 

 続きまして、次のページ、24ページをお願

いいたします。 

 家畜ふん尿の適正管理の継続についてでご

ざいます。 

 まず、１の施策の概要等でございますが、

平成16年から施行されております家畜排せつ

物の……。 

 

○坂田孝志委員長 課長、もう少し大きい声

で、あるいはこれに近づいてとか……。 

 

○堤農業技術課長 失礼しました。 

 24ページでございます。 

 家畜ふん尿の適正管理の継続についてでご

ざいます。 

 まず、１の施策の概要等でございますが、

平成16年から施行されております家畜排せつ

物の管理の適正化及び利用の促進に関する法

律に基づきまして、家畜排せつ物の適正な管

理と利用を推進しております。また、法対象

外の小規模農家に対しましても、法対象農家

と同様に適正管理を推進しております。 

 次に、２の平成27年度の取り組み実績の右

側の②でございます。 

 年間を通して不適正処理を防止するため、

巡回指導を実施するとともに、ビニールシー

ト等により簡易対応を行っている畜産農家に

対しましては、施設整備など経営形態に応じ

た対応を指導しております。 

 また、毎年11月を畜産環境保全月間と位置

づけまして、市町村や農業団体と連携した農

家の巡回指導、農業関連情報誌等を利用した

意識啓発、理解醸成等に取り組んでおるとこ

ろでございます。 

 次に、３の平成28年度の取り組み予定及び

状況でございますが、平成28年度におきまし
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ても、引き続きまして、市町村や農業団体と

連携した農家の巡回指導や意識啓発などに取

り組むことといたしております。 

 次のページ、25ページをお願いいたしま

す。 

 耕畜連携による堆肥の広域流通についてで

ございます。 

 １の施策の概要等でございますが、県と農

業団体が連携して、堆肥利用情報の収集提供

や共励会などを開催しまして、堆肥製造技術

の向上を図っております。 

 また、稲わらや飼料用稲と堆肥との交換に

よる水田への堆肥の投入の推進や、高齢の耕

種農家にかわって堆肥を散布する組織の整備

などを進めております。 

 次に、２の平成27年度の取り組み実績の右

側の②でございますが、県や農業団体で構成

します熊本県耕畜連携推進協議会を中心とし

まして、協議会のホームページでございます

くまもと堆肥ネットを活用した堆肥に関する

情報を随時提供するとともに、12月には堆肥

共励会を開催しまして、良質堆肥生産者の表

彰やセミナー等を実施しております。また、

農機具展や農業フェアにおいて、堆肥の利用

について情報提供や啓発を行っております。

さらに、国、県の事業等を活用しまして、県

内10カ所に堆肥保管施設などを整備しており

ます。 

 次に、３の平成28年度の取り組み予定及び

状況でございますが、平成28年度におきまし

ても、引き続きまして、市町村や農業団体と

連携しまして、良質堆肥の生産と畜産地帯か

ら耕種地帯への堆肥の広域流通を進めること

といたしております。 

 農業技術課は以上でございます。 

 

○平山水産研究センター所長 水産研究セン

ターでございます。 

 26ページをお願いいたします。 

 提言項目海域環境への負荷の削減のうち、

養殖場対策についてです。 

 養殖場から排出される負荷の削減という施

策についてでございます。 

 魚類養殖による窒素やリンなどの環境負荷

を削減するというものですが、これまで、漁

場を適切に使用するため、漁場改善計画の策

定を進めてまいりました。また、餌による環

境負荷を減らすため、給餌管理を指導してま

いりました。さらに、養殖場から負荷された

窒素やリンを吸収するため、海藻養殖を普及

させるための養殖技術開発に取り組んでまい

りました。 

 その結果、２の平成27年度の取り組み実績

欄に記載しておりますとおり、漁場改善計画

につきましては、全92漁場において策定を終

え、底質調査結果を踏まえ、適切な漁場管理

が行われております。給餌管理につきまして

は、適正給餌表による指導を行ってまいりま

した。海藻養殖では、ヒトエグサの人工採苗

を行い、８地区で養殖試験が進められており

ます。 

 今年度も、漁場改善計画に基づく漁場調査

や医薬品の適正使用の指導を継続してまいり

ます。 

 また、ヒトエグサ養殖につきましては、今

年度も人工採苗した養殖網を配布して、新た

な養殖漁場の開発に取り組んでまいります。 

 水産研究センターは以上でございます。 

 

○赤羽森林整備課長 森林整備課でございま

す。 

 資料の27ページをお願いいたします。 

 同じく、森林整備の着実な推進でございま

す。 

 １の施策の概要等でございますが、森林の

多面的機能の持続的発揮を図る観点から、県

の基本計画に基づきまして、各種補助事業を

活用しつつ、森林の植栽、保育を計画的に進

めるとともに、県民参加の森づくり活動に対

する支援を実施しております。 
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 この結果、２の27年度の取り組み実績の右

側②に記載のとおり、間伐等につきまして、

各種補助事業を活用しつつ、適切に進められ

ているところでございます。また、森林ボラ

ンティアを行う25団体に対し、活動費を助成

するなど、着実に成果を上げてきたところで

ございます。 

 今年度につきましても、３、28年度の取り

組み予定及び状況のとおり、引き続き各種補

助事業を活用しつつ、効果的に森林整備を推

進してまいるとともに、県民参加の森づくり

活動の推進につきましても、森林ボランティ

ア体験活動を積極的に支援してまいります。 

 森林整備課は以上でございます。 

 

○田尻漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課で

ございます。 

 資料の28ページをお願いします。 

 覆砂等による漁場環境の改善についてでご

ざいますが、１の施策の概要は、干潟等の漁

場環境改善のために、耕うんや覆砂、藻場造

成等を行っております。 

 ２の平成27年度の取り組み実績につきまし

ては、右の欄の取り組み実績で御説明しま

す。 

 (1)の海底耕うんを10平方キロメートル実

施しておりまして、その効果把握のために、

水生・底生生物調査、底質調査を実施してお

ります。 

 (2)の熊本市、八代市地先において39.7ヘ

クタールの覆砂を、白川河口域で8.8ヘクタ

ールの耕うんを実施しております。 

 (3)の天草市五和町及び苓北町地先におい

て、5.8ヘクタールの藻場造成を行っており

ます。 

 ３の平成28年度の取り組み予定及び状況で

ございますが、(1)の耕うんにつきまして

は、従来の方法、改良型を用いた方法で10平

方キロメートルを実施し、７月から効果把握

のための調査を実施しております。 

 (2)の覆砂につきましては、約50ヘクター

ルを実施するとともに、熊本地震及び豪雨に

よるアサリ被害を軽減するために、５月に緊

急工事を実施した後、６月から国の予備費を

活用して約14ヘクタールの削土、覆砂及び耕

うんを実施しております。 

 (3)の藻場につきましては、天草市五和町

で3.9ヘクタールの造成を発注しておりま

す。 

 (4)の漁業者等による藻場、干潟の保全活

動に対して、国、市町村と連携して支援して

いるところでございます。 

 次に、資料の29ページをお願いいたしま

す。 

 新たな漁場環境改善策等の検討について御

説明します。 

 １の施策の概要ですが、砕石による覆砂漁

場や覆砂にかわるアサリ漁場等の効果調査を

行い、また、藻場の増殖手法を開発するため

に、藻場の生息状況を把握するものです。 

 ２の平成27年度の取り組み実績につきまし

ては、右の欄で御説明します。 

 (1)の平成21年度に事業化いたしました砕

石覆砂漁場では、生息を確認し、覆砂材とし

ての有効性を確認しております。 

 (2)のアサリ試験漁場の効果調査結果でご

ざいますが、生息状況調査を９回実施しまし

て、平成26年３月では、全ての地点で稚貝が

確認され、その後生息状況は増減を繰り返し

ております。 

 施設の耐用状況調査では、覆砂材は、最終

的に1.3倍から1.6倍の面積になり、畝型耕う

んでは、約１年で凹凸がほとんど確認できな

くなっております。バケットを用いた耕うん

では、２年後でも効果が確認されておりま

す。保護網の効果調査では、設置の有効性が

確認されております。 

 (3)の天地替え耕うん等の候補地探索で

は、５地区で試み、そのうち１地区で優良な

砂の層が確認されております。 
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 (4)の天草市牛深町、苓北町の藻類の生息

状況調査では、平成26年度より増加している

ことを確認しております。また、天草市天草

町においては、漁業者主体の食害対策試験で

効果があることも確認されております。 

 ３の平成28年度の取り組み予定及び状況で

ございますが、(1)のアサリ試験場におい

て、天地替え耕うん等の事業化に向けて、候

補地の探索のための土質調査をノリ養殖終了

後に発注を予定しております。 

 天草市牛深町、苓北町の藻類の生息状況調

査を５月に実施し、藻類の種数がやや減少し

ていることが確認され、天草市天草町におい

て、漁業者の食害対策試験を４月に実施し、

対策を行っていない場所と比較し、藻類種数

が多いことが確認されております。 

 漁港漁場整備課は以上でございます。 

 

○橋本環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 資料の30ページをお願いいたします。 

 海砂利採取の縮小でございますが、１の施

策の概要等の欄をごらんください。 

 (1)の平成20年１月に策定いたしました海

砂利採取削減計画に取り組んでいるさなか、

(2)のとおり、許認可を受けた業者のほとん

どが、長期間にわたり違法採取を行ってきた

ことなどを受けまして、平成25年３月に、３

年間の予告期間を設け、平成28年度から、民

間海砂利採取業者による販売を伴う海砂利採

取を禁止とする有明海・八代海における海砂

利採取に関する方針を策定いたしました。 

 ２の平成27年度の取り組み実績でございま

すが、右側の欄に記載のとおり、適宜関係課

と情報を共有しながら対応しておりますが、

昨年度、民間海砂利採取業者による販売を伴

う海砂利採取の動きはあっておりません。 

 ３の今年度の取り組み予定及び状況です

が、引き続き方針に基づき適切に対応してま

いります。 

 説明は以上でございます。 

 

○前野エネルギー政策課長 エネルギー政策

課でございます。 

 資料の31ページをお願いいたします。 

 引き続き、海砂利採取の対応でございます

が、法令の遵守・指導になります。 

 １の施策の概要等の①につきましては、た

だいま環境立県推進課から説明がありました

ので、割愛させていただきます。 

 ②の①の課題と今後の方向性でございます

が、平成28年度以降は販売を伴う海砂利採取

の許認可は発生しませんが、覆砂等に伴う許

認可や海砂利超過採取に係る過料等の徴収に

引き続き取り組んでおります。 

 続きまして、２の平成27年度の取り組み実

績でございます。 

 右側の欄の②取り組み実績をお願いいたし

ます。 

 海砂利採取の許認可の実績はございませ

ん。また、海砂利超過採取に係る過料等の納

付状況は、表に記載のとおりでございます。 

 続きまして、３、平成28年度の取り組み予

定及び状況でございますが、方針に基づきま

して許認可の適切な対応を行うとともに、過

料等の徴収に粘り強く取り組んでまいりま

す。 

 エネルギー政策課は以上でございます。 

 

○橋本環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 資料の32ページをお願いいたします。 

 泥質化した干潟の再生方策等の検討でござ

います。 

 １の施策の概要等をごらんください。 

 これまでの取り組みでございますが、ま

ず、(1)に記載のとおり、県では、干潟等沿

岸海域に関する報告書を取りまとめ、これを

受けて、(2)の八代海湾奥部の土砂堆積調査

及び将来予測を実施しております。 
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 また、(3)ですが、国でも、平成19年に、

関係４省庁が連携し、八代海北部海域におい

て、浅海化・干潟化に関する調査が実施され

ました。 

 (4)になりますが、アサリ等の漁場につい

て、作澪や覆砂等の対策に取り組んでおりま

すが、抜本的な対策には至っておりません。

抜本的な対策のためには、泥質化の原因究明

等が必要ですが、専門知識や技術、経費の面

でも、本県単独では困難でありますので、機

会を捉えて国に対し、その実施を要望してき

たところでございます。 

 その結果、国では、(5)に記載のとおり、

総合調査評価委員会の報告書を今年度末をめ

どに取りまとめる予定であるとともに、昨年

度から、有明海において、海底地形調査及び

泥土堆積状況調査が行われているところで

す。 

 ２の平成27年度の取り組み実績ですが、右

側の欄に記載のとおり、機会を捉えて国に要

望するとともに、評価委員会の事務局である

環境省に対して、再生方策の検討等を要望い

たしました。また、既存の調査結果をもと

に、海域別の課題整理を行うとともに、庁内

の関係課で構成する再生推進チームを設置い

たしました。 

 ３の今年度の取り組み予定及び状況でござ

いますが、地元の意見等も踏まえ、効果的な

対策について検討を進め、国の評価委員会等

に提案、要望してまいります。 

 なお、ことし５月には、自民党ＰＴ及び評

価委員会合同小委員会の場を活用し、具体的

な再生方策の提示等を要望いたしました。 

 説明は以上でございます。 

 

○木村水産振興課長 水産振興課でございま

す。 

 33ページをお願いいたします。 

 マダイ等の稚魚の放流を行う栽培漁業及び

資源管理型漁業の推進についてでございま

す。 

 中段右側の平成27年度の取り組み実績につ

いて御説明いたします。 

 (1)につきまして、マダイ104万尾、ヒラメ

68万尾等共同放流事業につきまして、県の栽

培漁業基本計画等に基づき継続して実施して

おります。 

 また、(2)につきまして、魚のすみかとな

る藻場の造成を5.8ヘクタールで実施してお

ります。 

 (3)についてですが、有明海におけるクル

マエビ、ガザミの放流事業については、沿岸

の４県が連携して調査を行うとともに、八代

海におきましても、ヒラメの放流効果調査に

ついて、鹿児島県との連携協議を検討してお

ります。 

 最下段の平成28年度の取り組みですが、引

き続き放流事業を継続するとともに、(2)に

示します藻場造成につきましても3.9ヘクタ

ールを行います。 

 引き続き、34ページをお願いいたします。 

 状況が厳しいアサリの資源管理型漁業の推

進についてですが、中段右側の平成27年度の

取り組み実績ですが、(1)につきまして、資

源回復を目指し、有明海の熊本市地先で26.9

5ヘクタール、八代海の八代市地先に12.7ヘ

クタールの覆砂漁場の造成を行っておりま

す。 

 また、(2)に示しますように、資源管理に

取り組む22漁協について、食害生物でありま

すナルトビエイからの防御及び駆除、漁場の

耕うんを支援しております。 

 これまでの取り組みと資源環境がよかった

ことにより、有明海において広範囲にアサリ

稚貝の発生が見られております。 

 最下段の平成28年度の取り組みですが、

(1)について、引き続き覆砂事業を継続する

こととしておりますが、あわせて、熊本地震

で発生した大量の土砂の対策として、土砂の

流出を促す作澪、耕うんを実施しておりま
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す。 

 また、(2)ですが、特に泥土の堆積が著し

い白川河口域の漁協に対し、耕うんや有害生

物の駆除等の支援を行っております。 

 引き続き、35ページをお願いいたします。 

 魚介類養殖の推進についてでございます。 

 中段右側の平成27年度の取り組み実績です

が、(1)につきまして、養殖漁場の底質調

査、(2)につきまして、医薬品の適正使用の

指導及び適正養殖業者認証制度の認知度を高

めるため、小売業者の養殖場の見学会を実施

しております。 

 (3)につきまして、八代海東岸の八代市か

ら水俣市にかけまして、マガキ養殖の実施に

よります不知火海旬のカキづくり協議会設置

に向けて協議を行っております。 

 最下段の平成28年度の取り組みですが、い

ずれも継続して実施することとしておりま

す。 

 特に、今後生産量が増加すると見込まれま

す養殖マガキにつきましては、販路拡大の取

り組みの支援を行ってまいります。 

 引き続き、36ページをお願いいたします。 

 ノリ養殖の推進についてでございます。 

 中段右側の平成27年度の取り組みですが、

(1)につきまして、環境変化、特に高水温傾

向に対応した養殖スケジュールの実施の中

で、最初に張った養殖網を一斉に漁場から取

り除く一斉撤去のスケジュールを提唱してお

りまして、昨年度初めて熊本県下で実施され

ました。これにより、製品の均一化、病気の

駆除が進み、ノリの商社から高い評価を受

け、単価の向上につながっております。 

 (2)の新たな養殖品種の開発についてです

が、水産研究センターで高水温や低塩分に強

い品種の開発を行っております。一部養殖場

での評価試験を行いまして、よい結果が得ら

れております。 

 最下段の平成28年度の取り組みですが、引

き続きこれらの内容に取り組んでいくことと

しております。 

 水産振興課は以上です。 

 

○平山水産研究センター所長 水産研究セン

ターでございます。 

 37ページをお願いいたします。 

 提言項目調査研究体制の充実についてで

す。 

 国や大学等の研究機関との共同研究の推進

という施策についてでございます。 

 有明海、八代海の研究を高度化、加速化す

るため、大学や国立研究開発法人水産総合研

究センターや関係県との共同研究を推進する

とともに、水産研究センターにおいても研究

の重点化を図ってまいりました。 

 その結果、２の平成27年度の取り組み実績

欄の②に記載しておりますとおり、赤潮調査

では、それぞれの海域で、水産総合研究セン

ター、関係県、漁協や大学などと連携した調

査を行っております。また、より高度な研究

を行うため、九州大学や熊本大学、県立大学

などと共同研究を実施しております。さら

に、窒素やリンを吸収するヒジキ、トサカノ

リやヒトエグサなど海藻類の増養殖やアサ

リ、ハマグリなど二枚貝の資源回復のための

研究を進めております。 

 今後も、現場のニーズを踏まえた上で、よ

り効果的な研究推進に取り組んでまいりま

す。 

 水産研究センターは以上でございます。 

 

○木村水産振興課長 水産振興課でございま

す。 

 38ページをお願いいたします。 

 諫早湾干拓事業に係る中・長期開門調査の

実施についてでございます。 

 これまで、県は、県議会、県漁連と連携

し、有明海の環境変化の解明の一環として開

門調査は必要という立場をとってきておりま

す。 
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 国におきましても、(4)に示しますよう

に、福岡高裁の確定判決を受け、(6)に示し

ますよう、開門調査の工程表を示しました

が、現在まで開門調査は行われておりませ

ん。その後、漁業者、営農者による開門調査

に係る訴訟が始まっております。 

 そのような中、(11)に示しますように、現

在、長崎地裁による和解協議が行われており

ます。この和解協議の中で、裁判所は、開門

せずに漁場環境改善に取り組むこと、漁業者

側に一定の解決金を支払うことを示しており

ます。 

 この漁場環境改善策につきまして、(14)に

示しますように、国は改善のための基金を創

設する案を出してきております。本県に対し

ても複数回説明があっております。 

 この基金案につきましては、(16)に示しま

すように、開門調査を主張する佐賀、福岡及

び熊本県の漁業者は、和解協議とは切り離し

て、真に漁場環境の改善を目指した基金案に

ついて議論をしていくこととしており、長崎

県も参加して４県で協議を行っております。 

 39ページをお願いいたします。 

 右側ですが、これまで、国の基金案の説明

に対しまして、本県としては、環境変化の解

明が必要であることを繰り返し申し述べてお

ります。 

 平成28年度の取り組みですが、最下段に記

載しましたとおり、国に対し、繰り返しにな

りますが、開門調査が必要なこと等を申し述

べております。 

 水産振興課は以上でございます。 

 

○坂田孝志委員長 次に、③有明海・八代海

等の再生に向けた県計画に関する平成28年度

事業について説明をお願いします。 

 

○橋本環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 資料の41ページをお願いいたします。 

 有明海・八代海等の再生に向けた熊本県計

画に関する平成28年度事業についてでござい

ます。 

 表には、１から９まで、県計画に定めた事

項別に、今年度取り組む事業及び予算額を記

載しております。 

 なお、事業別の事業数、予算額について

は、複数の事項にまたがるものを重複して計

上していますので、合計とは一致しません。 

 また、今年度は、当初予算が骨格予算であ

ったこと、また、熊本地震及びその後の大雨

による災害関連事業を予算計上したため、平

成28年度予算額につきましては、８月専決分

まで含んだものとしております。 

 なお、災害関連予算額は、平成28年度予算

額の欄の下段の括弧内に内書きとして記載し

ております。 

 今年度の状況でございますが、今年度は、

合計63事業、約175億円の事業に取り組んで

まいります。 

 昨年度当初予算より減額となっております

のは、今年度の６月補正が災害関連を優先

し、通常分の肉づけが９月補正での対応とな

っていることなどによるものでございます。 

 資料の42ページ以降に個別の事業概要を添

付しておりますが、各課からの説明は省略さ

せていただきます。 

 次に、53ページをごらんください。 

 53ページ及び54ページに、御参考までに熊

本地震及び大雨による被害・復旧状況の主な

写真を添付しております。 

 まず、１の漂流・漂着物でございますが、

１級河川白川等から海域に流木が流出し、有

明海沿岸等に漂着いたしました。 

 左側の写真は、塩屋漁港に漂着した流木の

状況です。右側の写真は、撤去の状況でござ

います。 

 一番右の四角囲みに記載のとおり、海岸関

係４課で漂着流木等の回収を行い、合計撤去

見込量で約１万9,000立方メートルの流木等
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を回収いたしました。 

 ２は、土砂流出の白川河口域の状況でござ

います。 

 堆積した土砂の排出を図るため、右側の写

真及び四角囲みに記載のとおり、約15ヘクタ

ールについて、みお筋の整備や覆砂等を実施

いたしました。 

 54ページをお願いいたします。 

 ３は、排水施設の破損の状況でございま

す。 

 写真は、益城町の状況でございますが、早

急な生活基盤確保のため、右側の写真のとお

り、仮復旧をしながら対応している状況でご

ざいます。 

 説明は以上でございます。 

 

○坂田孝志委員長 次に、④有明海・八代海

再生に向けた国等の動きについて説明をお願

いします。 

 

○橋本環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。引き続き説明させていただきま

す。 

 資料の55ページをお願いいたします。 

 有明海・八代海再生に向けた国等の動きで

ございます。 

 まず、１の有明海・八代海等総合調査評価

委員会の動きでございますが、(1)経緯は、

冒頭説明させていただきましたが、平成23年

10月から評価委員会での検討が再開されてお

ります。 

 (2)の組織につきましては、ここに記載の

とおりでございます。 

 (3)の検討状況ですが、直近では、９月15

日に小委員会が合同で開催されております。

内容の一部については、後ほど御紹介させて

いただきます。 

 (4)の今後のスケジュールでございます

が、評価委員会で検討を重ねられ、パブリッ

クコメントを経て、今年度末をめどに報告書

が取りまとめられる予定でございます。 

 56ページをお願いいたします。 

 ２の県の取り組みでございます。 

 (1)本年度の取り組みですが、昨年度末に

立ち上げた再生推進チームで協議を行いなが

ら、以下の取り組みを進めてきました。 

 まず、５月10日に、評価委員会の事務局で

ある環境省及び各省庁に対し、以下の項目を

要望いたしました。 

 (1)評価委員会報告に対する要望といたし

ましては、①海域の環境変化等の原因を明ら

かにし、海域ごとに具体的な再生方策を示す

こと、②底質環境悪化のメカニズムを解明

し、効果が持続する実効性のある対策を検

討、提示すること、また、八代海の調査研究

データが少ないことから、③で八代海及び湾

奥部についての十分な検証、再生方策の提示

等を要望いたしました。 

 各省庁に対しましても、(2)になります

が、④で事業実施要件の緩和と予算の確保、

⑤で海底に堆積している有機物、泥土の除

去、⑥で八代海における調査、実証事業の早

急な実施、⑦で県と関係省庁が一体となった

推進体制の構築を要望したところです。 

 さらに、５月24日の評価委員会の合同小委

員会においても要望を行っております。 

 また、８月４日と８月８日には、地元の意

見を把握するため、ブロックごとに、有明

海・八代海再生推進連携会議を開催いたしま

した。４日の八代海及び湾奥ブロックでは、

湾奥部の浅海化に対する懸念や八代海におけ

る漁獲量減少など、８日の有明海ブロックで

は、底質悪化によるアサリ漁獲量の減少など

を懸念する意見が多く出されました。 

 ９月９日には、９月15日の合同小委員会の

資料案に対する意見照会が環境省から事前に

あったことを受けまして、土砂堆積のメカニ

ズム解明等を報告書案に追記することなどを

申し入れいたしました。 

 (2)今後の取り組みでございますが、８月
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に出された地元の意見等を踏まえ、再生方策

等の検討を行い、評価委員会や各省庁へ具体

的な提案を行ってまいります。 

 57ページをお願いいたします。 

 左側が、現在検討されている評価委員会報

告書の目次のイメージでございます。 

 ５章の１で再生目標、５章の３で再生方策

と評価が、右側の図の海域区分ごとに記載さ

れることになっております。 

 58ページをお願いいたします。 

 ５章に記載される再生目標と再生方策につ

きまして、合同小委員会の資料から抜粋して

載せております。 

 58ページが有明海・八代海等の共通の再生

目標と主な再生方策、その下が有明海の熊本

県海域部分について、59ページに八代海と橘

湾・牛深周辺海域について海域区分ごとに記

載されております。まだたたき台ということ

であり、次回の小委員会等で改めて検討がな

される予定でございます。 

 説明は以上でございます。 

 

○坂田孝志委員長 次に、地球温暖化対策に

関する件について、①地球温暖化に関する現

状等について説明をお願いします。 

 

○橋本環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 資料の63ページをお願いいたします。 

 地球温暖化に関する現状等についてでござ

います。 

 温暖化対策に係る新たな国際的な枠組み、

パリ協定が、昨年12月、ＣＯＰ21で採択され

ました。 

 これは、途上国も含めて全ての締約国が自

主的な削減目標の設定と対策実施の義務を負

うとされ、今後、批准国が55カ国以上かつ世

界排出総量の55％以上に達することによって

発効いたします。 

 なお、米印で９月21日現在の批准の状況を

載せておりますが、批准国は発効要件の一つ

である55カ国以上を超える60カ国となり、ま

た、その排出量合計も47.76％と、世界の二

大排出国である米中の批准もあり、発効要件

の55％以上に近づいてきました。 

 今後、日本も批准に向け国会での審議等が

行われていくと考えております。 

 パリ協定の主な内容でございますが、産業

革命前からの平均気温上昇を２度未満にする

ことなどを世界共通の目標とし、３つ目と４

つ目のポツのところですが、各国に削減目標

の提出と５年ごとの見直しを義務づけ、世界

全体の実施状況を５年ごとに検証するとして

おります。 

 次に、国の対応でございますが、こうした

国際情勢に対応し、温室効果ガスの削減目標

等を定めた地球温暖化対策計画が、ことし５

月に閣議決定され、この計画において、国

は、平成42年度に平成25年度比で26％削減す

るという目標を設定しています。 

 64ページをお願いいたします。 

 県の対応でございますが、本県において

も、ことし２月策定の環境基本計画に盛り込

む形で地球温暖化対策推進計画を策定し、表

にあるとおり本県としての削減目標を定めて

おります。基準年度を国と同じく平成25年度

とし、平成32年度で18％削減、平成42年度で

30％削減という目標を設定しております。 

 65ページをお願いいたします。 

 (2)県の温室効果ガス総排出量の推移でご

ざいますが、下の図１をごらんください。 

 平成23年度以降、東日本大震災以降の火力

発電の割合の増加による化石燃料の消費量の

増加により、温室効果ガスの排出量が、それ

以前に比べて大きく伸びておりますが、直近

となる平成26年度の総排出量は前年度比4.6

％減で、２年連続で総排出量は減少しており

ます。 

 これは、県民、事業者の皆様の省エネ等の

取り組みが進んできたことと、温室効果ガス
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排出量の算定に用いる排出係数が、再生可能

エネルギーの電力量割合の増加により下がっ

たことが、この排出量減少の要因として考え

ております。 

 なお、参考までに、図の右側に点線囲みで

温室効果ガス排出量の算定方法及び国の平成

26年度の排出量の状況を記載しております。 

 66ページをお願いいたします。 

 県の温室効果ガス排出量の部門別内訳でご

ざいます。 

 左の図２をごらんください。 

 産業部門が３割以上を占めておりまして最

も多く、次いで、家庭、運輸、業務部門とな

っております。 

 右側の図３をごらんください。 

 部門別排出量の推移を示しております。 

 排出量全体の傾向と同じく、前年度比で、

産業部門、運輸部門、家庭部門、業務部門の

いずれも減少しております。 

 今後、県計画の目標達成に向け、さらなる

削減に努めてまいります。 

 説明は以上でございます。 

 

○坂田孝志委員長 次に、②地球温暖化対策

に関する提言への対応について説明をお願い

します。 

 

○橋本環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 資料の67ページをお願いいたします。 

 平成21年３月、当時の環境対策特別委員会

において、①産業・業務その他部門、②運輸

部門、③家庭部門、④二酸化炭素吸収源対策

部門について、特に表の左側に記載の(1)か

ら(4)の項目に関し、重点的に取り組みを追

加し強化することを求める提言がなされ、各

担当課で取り組んでいるところでございま

す。 

 本日は、(1)から(4)までの提言項目に沿い

まして、各担当課から順次その取り組み状況

を説明いたしますので、よろしくお願いいた

します。 

 引き続き、環境立県推進課から説明させて

いただきます。 

 資料の68ページをお願いいたします。 

 (1)事業活動における取り組みの推進でご

ざいます。 

 提言は、一定規模以上の事業所に対し、排

出削減の計画作成や排出量の報告を求めるこ

となどを内容とした条例を制定し、経済界と

連携した対策の推進を求めるものです。提言

を受けまして、平成22年３月に地球温暖化の

防止に関する条例を制定し、取り組みを進め

ております。 

 ２の平成27年度の取り組み実績欄をごらん

ください。 

 (1)の条例の円滑な運用でございますが、

条例に基づき、平成22年度から事業者計画書

制度を設けております。 

 ①の事業活動温暖化対策計画書は、一定要

件以上の事業所から温室効果ガス排出量の削

減目標、取り組み計画書、報告書を県に提出

してもらい、公表するものでございます。 

 ②のエコ通勤環境配慮計画書、③の建築物

環境配慮計画書も含め、計画書制度も開始か

ら７年目となり、任意参加の事業者もふえ、

定着してきたと考えております。 

 資料の69ページをお願いいたします。 

 (2)の事業者への情報提供、支援について

でございますが、(ア)の熊本県ストップ温暖

化県民総ぐるみ運動推進会議を昨年11月に開

催し、基調講演や推進員による地域事例発表

等を実施するとともに、エコライフ宣言の募

集を行うなど、事業者を含めた県民一体とな

った取り組みを推進いたしました。 

 また、(イ)以降に記載のとおり、セミナー

の開催、くまもとライトダウンの実施、省エ

ネ設備導入に対する支援等を通じ、事業活動

における温暖化防止に向けた取り組みを推進

いたしました。 
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 70ページをお願いいたします。 

 今年度の取り組みでございますが、昨年12

月のパリ協定を受けまして、本県といたしま

しても、温暖化防止に向けた対策をさらに進

めていく必要があることから、(1)に記載の

計画書制度を充実させるため、(ア)の説明会

を開催し、先進的な取り組みの事例紹介や相

談会を初めて開催いたしました。 

 また、今後、(イ)の事業者に対する専門家

による訪問調査、指導、助言を実施するとと

もに、(ウ)になりますが、訪問調査等により

優良事例を集め、優良事業者を表彰する仕組

みを設けるなど、計画書制度の充実を図って

まいります。 

 また、(2)の事業者への情報提供、支援に

つきましても、熊本県ストップ温暖化県民総

ぐるみ運動推進会議を中心に、内容の充実を

工夫しながら取り組んでまいります。 

 説明は以上でございます。 

 

○前田交通政策課審議員 交通政策課でござ

います。 

 資料は71ページをお願いいたします。 

 公共交通機関の利用促進に係る提言につい

てでございます。 

 １の提言の概要ですが、運輸部門の温室効

果ガス排出量の半分以上を占める自家用自動

車から公共交通機関への切りかえが促進され

ますよう、ノーマイカー通勤運動の強化やバ

ス路線再編、そしてパーク・アンド・ライド

の普及促進、公共交通機関相互の乗り継ぎの

円滑化について御提言いただいております。 

 ２の平成27年度の取り組み実績でございま

す。ポイントを絞って御説明いたします。 

 まず、(1)ノーマイカー通勤運動の強化で

ございます。 

 (ア)でございますが、公共交通機関利用促

進のためのモビリティーマネジメントの推進

につきまして、県庁ホームページを活用し、

公共交通機関に関する情報提供を実施いたし

ております。 

 次に、72ページをお願いいたします。 

 

○坂田孝志委員長 マイクを近づけてくださ

い。 

 

○前田交通政策課審議員 はい、済みませ

ん。 

 (エ)の電気自動車等の普及促進につきまし

ては、まず、(ａ)でございますが、平成22年

度に策定した熊本県ＥＶ・ＰＨＶタウン構想

に基づき、県内に設置した急速充電器14基、

普通充電器80基の維持管理を実施いたしまし

た。また、導入したＥＶ２台を活用し、次世

代モビリティの普及促進に向けたＰＲツール

として環境イベント等で展示いたしました。 

 次に、(ｂ)でございますが、平成25年６月

に、本田技研工業株式会社と低炭素型社会の

実現と地域の活性化を目的とした包括協定を

締結し、超小型モビリティの普及をテーマに

社会実験をしております。 

 平成27年度は、観光地でのレンタカー利

用、県内企業の事業用車両としての利用及び

一般モニターへの貸し出し等の社会実験を実

施してまいりました。 

 次に、(3)乗り継ぎの円滑化でございま

す。 

 (ア)のパーク・アンド・ライド利用促進に

向けた取り組みにつきましては、(ｂ) でご

ざいますが、さらなる認知向上を図るため、

大型店舗やコンビニエンスストアでのＰＲポ

スターの掲示、ラジオやデータ放送等による

周知・広報活動を実施してまいりました。 

 73ページをお願いいたします。 

 ３の平成28年度の取り組みでございます。 

 27年度と引き続きまして、(1)のノーマイ

カー通勤運動の強化、(2)のバス路線の再編

に向けた協議、また、(3)の乗り継ぎの円滑

化でございますけれども、引き続きパーク・

アンド・ライドの周知、広報、実施箇所の拡
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大に向けて検討を進めてまいります。 

 説明は以上でございます。 

 

○橋本環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 資料の74ページをお願いいたします。 

 (3)の家庭における取り組みの強化でござ

います。 

 提言は、家庭における省エネ行動の実践や

省エネ家電製品の導入促進のための民間活力

による仕組みの構築を求めるものです。 

 ２の平成27年度の取り組み実績欄をごらん

ください。 

 主なものだけ説明いたしますと、(1)ライ

フスタイルの転換に向けた啓発でございます

が、(ア)の熊本県ストップ温暖化県民総ぐる

み運動推進会議の開催、エコライフ宣言の募

集等を行うとともに、(イ)の２つ目のポツに

なりますが、総ぐるみくまもと環境フェアを

開催するなど、県民への普及啓発を図りまし

た。 

 次に、(2)の行動を促す仕組みの構築でご

ざいますが、(ア)の九州版炭素マイレージ制

度の運用のところに記載のとおり、九州７県

で協働した九州エコライフポイント制度を平

成25年10月から開始し、住民の省エネ意識の

向上等の推進を図っております。 

 資料の76ページをお願いいたします。 

 ３の今年度の取り組みでございますが、

(オ)のくまもとライトダウンの実施や、(カ)

のグリーンカーテンの普及などにつきまし

て、今年度は、熊本地震により多くの県民の

方が被災されたことを受け、市町村に対し、

できる範囲での協力をお願いする程度にとど

めましたが、(カ)のグリーンカーテンの普及

の２つ目のポツに記載のとおり、熊本地震に

より建設された応急仮設住宅の一部ではあり

ますが、住民の方の理解も得て、阿蘇市など

県内３カ所で、省エネ、温暖化対策ととも

に、緑による癒し効果を通した住環境の充実

のため、ゴーヤによるグリーンカーテンを設

置いたしました。 

 来年度は、ストップ温暖化県民総ぐるみ運

動推進会議において、地域や関係団体と連携

し、このような取り組みを県内に広げていき

たいと考えております。 

 また、(キ)ですが、第９期となる地球温暖

化防止活動推進員に対し、委嘱状を交付する

とともに、これからの各地域での活動の活性

化につながるよう研修を実施いたしました。 

 そのほか、引き続きここに記載の事業に取

り組んでまいります。 

 説明は以上でございます。 

 

○赤羽森林整備課長 森林整備課でございま

す。 

 資料の77ページをお願いいたします。 

 提言項目森林吸収源対策の推進でございま

す。 

 １の提言の概要等でございますが、森林の

適切な整備、保全による森林吸収源対策とし

て、森林所有者の負担軽減と企業等の森づく

りの促進等に対する支援に取り組んできてお

ります。 

 この結果、２の27年度の取り組み実績欄の

とおり、市町村、森林組合等の関係者に対し

まして、各種補助事業の説明指導等を行い、

着実に間伐を推進してきたところです。 

 また、企業等の森づくりの促進について

も、(2)(ア)のとおり、企業等が自主的に行

う森づくり活動に対し、森林吸収量の認証書

を14者に交付いたしました。 

 資料78ページをお願いいたします。 

 さらに、(イ)のとおり、五木村の県有林

140ヘクタールの間伐による二酸化炭素吸収

量につきまして、クレジット認証を受けて販

売しており、27年度の販売実績は、資料のと

おり、９者に対し、合計97二酸化炭素トンで

ございました。 

 このほか、(ウ)のとおり、クレジット取引
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の活性化を目的に、クレジット購入者が使用

できるロゴマークを作成して販売促進に努め

てきたところでございます。 

 資料79ページをお願いいたします。 

 今年度につきましても、３、28年度の取り

組み予定及び取り組み状況のとおり、引き続

きこれらの取り組みの推進に一層努めてまい

ります。 

 森林整備課は以上でございます。 

 

○坂田孝志委員長 最後に、③地球温暖化対

策に関する平成28年度事業について説明をお

願いします。 

 

○橋本環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 資料の80ページをお願いいたします。 

 地球温暖化対策に関する平成28年度事業に

ついてでございます。 

 地球温暖化を防止するため、ことし２月に

策定いたしました熊本県環境基本計画に基づ

き、ここに記載の(1)から(4)の項目につい

て、平成28年度に取り組む事業数、予算額を

記載しております。なお、28年度の予算額は

６月補正まで含んだものとしております。 

 今年度の状況でございますが、今年度は、

合計39事業、約43億円の事業に取り組んでま

いります。 

 昨年度当初予算より減額になっております

のは、主に市町村等再生可能エネルギー等導

入推進事業の事業費の減額、これは、国の財

源をもとに基金を造成して、平成24年度から

28年度までの５年間で取り組んでいるもので

ございますが、昨年度までに整備予定のほぼ

９割以上を終え、事業の最終年度である今年

度予定の事業箇所が前年度より少ないことな

どによるものでございます。 

 また、前年度からの事業数の減は、主にた

だいま述べました市町村等再生可能エネルギ

ー等導入推進事業関連の県有施設への整備完

了や超小型モビリティー導入促進のための検

証事業が終了したことなどによるものでござ

います。 

 資料の81ページ以降に個別の事業概要を添

付しておりますが、各課からの説明は省略さ

せていただきます。 

 説明は以上でございます。 

 

○坂田孝志委員長 以上で執行部からの説明

が終わりましたが、まず、有明海・八代海の

環境の保全、改善及び水産資源の回復等によ

る漁業の振興に関する件について質疑を賜り

たいと思います。質疑はありませんか。 

 

○村上寅美委員 19ページかな。ノリとあれ

の分析が出とったね。ごめんなさい、15ペー

ジ。これで、単価と生産者の数、漁業者の

数、教えてちょうだい。 

 

○木村水産振興課長 ノリ養殖者は364経営

体です。魚類養殖は、今80経営体と情報では

入っております。 

 

○村上寅美委員 平均単価は。 

 

○木村水産振興課長 ノリのほうが、平成27

年度が……。 

 

○村上寅美委員 よか、もう時間のかかるな

ら後でよか。 

 

○木村水産振興課長 後で。 

 

○村上寅美委員 これはね、１人当たりの漁

業者の単価が出るわけだな。 

 

○木村水産振興課長 はい。 

 

○村上寅美委員 幾らというのが出るから、

それで生計を立ててみるとわかるたいね。ど
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ういう状況かということ。まずね、ここを押

さえないと。いろんな政策が立派な作文ので

けとるけどね。 

 だから、私が心配するのは担い手、これは

もう漁業に限らぬ。農業も一緒だ。農林漁業

に限らず、やっぱり第１次の生産者の担い手

育成ということにつながるような政策を打た

ないと意味がないわけ。意味がないというと

いかぬけどね。 

 その辺を熊本県としてはどういうふうな考

え方を持っとるかなというのが、今後の対策

として、これはもう数字が出るからね。だか

ら、これは農業以上に漁業者はきついんです

よ。 

 その例として、生産者数だけど、田崎の市

場がね、漁荷受けで250億あった。１社が500

億あった、水産が。それが２分の１になっと

る、今。 

 それは２つの理由がある。生産量が半減し

ている。生産量が半減しているのは、漁場が

水揚げがとれてないというのが１点。価格が

下落している。だから、今油がちょっと燃料

が下がったけど、行っても燃料代にならない

というような現状ですよ。 

 だから、この辺を押さえた上で、じゃあ今

後の熊本県の有明海、八代海、天草はどうす

るのかというような対策をとってもらいたい

と思うんだけどな。この辺どうですか。部

長、きょうは久しぶりで……。 

 

○濱田農林水産部長 今委員から御指摘にな

った点は、我々も重々わかってございます。

とにかく稼ぎがないと漁が成り立たない、そ

れがないと後継ぎができるわけがないと、当

たり前の話でございます。 

 その中で、熊本県、八代海、それから有明

海、そして天草、３海域抱えておりますが、

それぞれに事情が違うと思います。例えば、

有明海は、ノリでやはり食っていこうという

我々は感じでおります。 

 そういった中で、３海域ごとの特性に応じ

て、３海域ごとのビジョンというのをおとと

しつくったというところまでは一生懸命やり

ました。 

 ただ、これをどう実現につなげて、稼ぎに

つなげていくか、これが我々の今からの課題

だと思っています。これはもう一生懸命やる

しかないと思っていますので、どうぞ先生方

の御支援もよろしくお願いします。 

 

○村上寅美委員 水産局長どうですか、同じ

問題。 

 

○平岡水産局長 先ほど部長からお話があり

ましたように、各海域に応じたそれぞれの対

策を講じていく必要があるというふうに思っ

ています。 

 例えば、例を挙げますと、ノリ養殖であり

ましたら、やっぱり価格、生産コストが上が

っているということで、やはり協業化、特に

乾燥機の設置とか協業化の取り組みをやって

いかないといけないと思っていますし、それ

で、国のほうで、省エネ機器の導入であると

か、そういった補助等もありますので、そう

いったやつを活用して、まず生産コストを下

げていくということと、それとノリについて

も、なかなか消費が伸びないというような状

況がありますので、いろいろ加工等を行っ

て、消費の拡大を図って、価格の向上を目指

していくと。 

 ノリについては、そういったことでござい

まして、あとは、それぞれ八代海、それから

天草西海につきまして、３海域のビジョンを

策定しておりますので、それに基づいて施策

を進めていきたいというふうに思っていま

す。 

 

○村上寅美委員 関連で。 

 有明海はノリしかない、ノリで漁連も成り

立っているような状況だから、それはわかる
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けど、ノリしかないというのが間違いなんで

すよ。漁業者のノリは何分の１ですか。生産

者の数は、今80──80というのは、これは違

うな。(「80は魚類養殖」と呼ぶ者あり)360

でしょう。だから、有明海の場合はノリも落

ちていってるんですよ、日々に。もうことし

だけでも、河内で２軒か３軒やめる。それだ

け水揚げがあるけど、やめていく。これはや

っぱり担い手の問題と後継者の問題、農業も

一緒だけど。という中だから、ノリと、それ

と資本が要らないアサリ、ノリとアサリとう

ろこ、うろこが本体だから。 

 そのうろこ本体が、有明海の場合は、もう

死に体になっとるから。僕はもうそう思いま

す。だって、現実にそうだもん。水揚げ自体

がそうだから。八代海のことはようわからぬ

けど。 

 その要因というのは、１つはヘドロという

ことはわかっているわけよね。だから、ヘド

ロを、これはもう国もわかっとるけど、これ

はどこに人工島をつくるか、あるいはその前

にどうするかと。人工島をつくるのか、湾岸

道路でかぶせてしまうのか、どうなのかとい

う具体性に入ってもらいたいと思うんです

よ。ノリも減ってるんですよ、実際。 

 だから、それは担い手問題とやっぱり漁場

問題に関連するから、これは３つとも。その

辺を有明海に関しては研究して今後の対策と

して持ってもらいたい。 

 これは、もう立派なことを、これだけでく

るなら──会長が何でそれで実績が上がらぬ

とかて言われるぐらい立派なものだけど、本

当に突っ込んでいって、そして落ちこむぐら

いやむを得ぬ。みずからやる気がない人とか

なんかは、これは農業も一緒、やむを得ぬ。

しかし、担い手でやりたいという担い手づく

りということを、農林漁業、農業も漁業も─

─１人で言うわけいかぬから、もうこれはや

めるけど、伝えたいと。 

 それと、もう１点。 

 諫早湾、今あけてどうするの。知事も、そ

ういう答弁をこの前政審会でされたけど。今

あければどうなるの、有明海。単純な話。局

長、あけた効果は何なの。 

 

○平岡水産局長 有明海、先ほどからもあり

ますけれども、漁獲量の減少、ノリについて

も、色落ち被害が出たりとか、そういった状

況があってまして、そういった有明海の環境

変化の原因究明の一環として、ほかにもいろ

いろ原因はあるけれども、開門調査は必要と

いう立場を、先ほど水産振興課長からも報告

いたしましたように、県漁連、県議会と一体

となって、そういった形で県も取り組んでき

たということでございます。 

 開門調査をやる上では、いろいろ影響があ

りますので、そういった影響ができるだけ少

なくなるように対策をしっかり講じた上で開

門してほしいということで、県議会からも意

見書を提出しているという状況でございま

す。 

 

○村上寅美委員 それはもう過去の問題だ。

現在あけたらどうなるかと。もう完成してい

るんだから。完成している段階で、あけるべ

きかどうかということの議論が一つあること

は事実だけど、やっぱりここで基金を積むと

いうことには全員賛成だから、漁業者も。漁

連会長を中心に、こっちは賛成、あけろ、あ

けるな、長崎と３県の裁判が両方なっとる。

その裁判の判決が国が両方出しとる。わかっ

とるたい。それはみんな常識的にわかる。 

 だから、その辺でもうキャッチボールしよ

ったっちゃ始まらぬから。漁業者が一番だか

ら、私が言いたいのは。だから、本気の政策

をとるように。漁連会長もしょっちゅう来る

から、うちに。漁業者も来るから。それは県

議そがんですばってん、一応手を挙げとるけ

ん、これが本音よ。それじゃいかぬどが。本

気で県あたりが仲裁に入って、仲裁という
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か、アドバイザーで入って、漁業者のために

どうなのかということを真剣に取り上げてく

ださい。要望でよか、これは。 

 

○山口裕委員 済みません。今村上先生の御

発言に関連してちょっと整理ですけれども、

司法でもさまざまな複雑な判断が出されて、

行政としてもなかなか対応が難しい状況に陥

っとっとは十分理解できるんですが、今の時

点で、じゃあ一つ決めていかなんのは、基金

をどう、基金の使い方、使途をどうやって決

めていくかなんていうことは、開門調査は前

提とせずに整理していきますよということ

で、行政の動きもすごく難しくなってきてい

るんですよね。 

 ここは、一時点においては、実は整理して

おかなければいけないというか、４県歩調を

合わせて、長崎が主になると思いますけれど

も、整理しておかなければいけないことなの

で、それは司法判断もさまざま分かれ、そし

てまた行政も複雑化していく、行政の対応も

複雑化していくと、本当に漁業者はどう対応

すればいいのか、そして我々もどう反応すれ

ばいいのか、わからなくなりますので、時点

時点において一定の整理はしてください。要

望しておきます。 

 

○坂田孝志委員長 要望でいいですか。 

 

○山本秀久委員 33ページ。 

 今まで皆さんは、大変調査し、いろいろ努

力していただいて、説明聞いて大変だなとい

う危惧は持っています。本当によくやってく

れていると思いますけれども、１つ私は尋ね

ておきたいことは、魚がとれる豊かな海づく

り事業という項目がありますね。そして、そ

の状態に対して、27年度も大変とる漁業とし

て放流をしていただいておりますね。 

 その放流の状態、100万匹とか、50万匹と

か、ずっと放流していただいておるけれど

も、その放流した後の結果はどういうふうに

なっているのか、示されてないわけだな。ち

ょっと待て、今質問しているんだから。その

結果がどうなっているのかのデータが出てこ

ない。あれだけの毎年60万匹とか100万匹と

かいろいろ各地にわたって放流していただい

ておりますけれども、その結果が一つもデー

タが出てない。 

 漁業者は、とれないんですよと、魚がとれ

ないと。これだけ放流したものがとれないと

いうことは、どういう原因なのか。だから、

漁業者はうたせ船に回っているわけだ。観光

資源のほうに回ってしまっている。そういう

状態で食いつなぎをしているわけだ。これだ

け毎年放流していただいている状態で、その

結果はどうして調査ができてないの。そうい

うことなんだ。その状態をちょっと説明を求

めたいわけだ。 

 

○木村水産振興課長 この共同放流につきま

しては、６市37漁協で構成します栽培漁業地

域展開協議会というところで放流効果の調査

結果等を報告しております。ここで５年間の

放流計画をつくるような事業内容で今進めて

おります。 

 現在、マダイにつきましては、100匹漁獲

いたしますと、その中に10匹は放流したもの

が含まれているというような状況でございま

す。ヒラメにつきましては、もう少し多くな

りまして、20匹から30匹は放流した魚が含ま

れているというような状況で、この地域展開

協議会の中で漁業の皆さんには説明している

ところでございます。 

 

○山本秀久委員 マダイ104万匹だよ。それ

で10匹しか出てこないということはおかしい

じゃない。それ、調査の問題点というのはど

ういうふうに考えとったかということたい、

私は。ただ、こういう放流しました、ああし

ましたというだけで、その結果10匹しかいな
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い。104万匹も放流しているんだよ。それ10

匹しかいなかったという状態に対して、どう

捉えてたのかということたい。 

 

○木村水産振興課長 天然物も含めて、もし

漁業者の人が100匹マダイを釣ったとしま

す。そのうちの10匹は、この放流したものが

含まれているというパーセントに今なってお

ります。 

 

○山本秀久委員 それはわかっているたい。

だから、そういうデータじゃなくて、104万

匹がどういう結果になって結びついているか

ということを聞いているわけたい。そのこと

を言っているわけだ。 

 

○木村水産振興課長 大体50ミリで放流いた

します。それから、６年間ぐらいかけまして

どんどん成長してまいりますが、５年間の全

体の水揚げ量を計算いたしますと、それ押し

なべて大体10％ぐらい含まれているというこ

とですので、サイズが、10センチ、20セン

チ、30センチ、いろんなサイズが含まれます

が、全体で10％程度の放流した魚が含まれて

いるというような状況になっております。 

 

○山本秀久委員 あとの放流した魚種も、一

回調べといたらどうか。 

 

○木村水産振興課長 魚につきましては、タ

グをつけたり、ヒレが少し変形してたりとい

うことで、放流魚の標識等できますが、そう

いうものにつきまして、ヒラメ、マダイ、イ

サキ、そういうものについては調査を続けて

おります。また、そういうものはございませ

んクルマエビ、ガザミにつきましては、ＤＮ

Ａを用いた調査を今現在やっているところで

ございます。 

 

○濱田農林水産部長 今、山本委員から、放

流の効果について御指摘がありました。 

 これは、我々も事業する中で、あちこちか

らそういった御指摘をいただきます。これだ

けの金をかけて、これだけの手間をかけて、

これだけの尾数を放流して、一体漁獲につな

がっているのか、稼ぎにつながっているのか

という点でございます。 

 今課長から御説明しましたとおり、ただ、

一定尾数は含まれている、放流のやつが尾数

が含まれて漁獲になっているものの、漁獲量

自体が落ちとったりすると、それは稼ぎにや

はりこの放流の効果がつながってないという

ことになります。 

 ですから、そこら辺は、全体のパイの減少

の仕方、あるいはその増減の仕方を含めて、

全体的に見えるようにちょっと一回きちんと

御整理をいたしまして、この委員会に御報告

させていただきたいと思います。次回でもと

思いますので、よろしくお願いします。 

 

○山本秀久委員 よくわかった。これだけあ

なたたちの説明を聞いてると、全て調査し、

よくやっていることはわかっている。肝心な

ところが抜けるから、そこを気をつけてやっ

てくださいということです。 

 以上です。 

 

○村上寅美委員 ちょっと関連だけど。 

 今現在、放流は何々やっているのか。その

データは出てる、現在で。 

 例えば、クルマエビなんかだったら４県で

やるんだろう、あれは。その辺の今あるデー

タはデータで正直に出せばよかったい、ある

やつは。なかやつはしよんなかけん。 

 

○木村水産振興課長 先ほど部長が申しまし

たように、整理して出させていただきたいと

思います。 

 

○坂田孝志委員長 それでは、次の議会にし
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っかりしたデータを提出していただきたいと

思います。 

 

○城下広作委員 ちょっと先ほどの村上先生

との関連の部分で、昨年度、ノリの量は減っ

たけれども、単価によって守られたとあった

じゃないですか。単価が上がった理由という

のは何。よその地域が下がったとか、ちょっ

と……。 

 

○木村水産振興課長 １つは、商社の在庫感

が薄かったということで、もう少しノリを持

っておきたいという要望が強くて全体の単価

が上がりました。それは、全国的に、大体従

来でしたら100億枚ぐらいの生産がされてお

りましたが、全国平均で80億枚ぐらいしか今

生産ができておりませんので、どうしても品

薄感が強いということで、一つが単価が上が

りました。 

 それともう一つが、先ほど申しました一斉

撤去を行ったことで品質がそろったというこ

とと、あと病害の駆除ができたということ

で、福岡とか佐賀とかと比較して今まで低か

ったんですが、それが福岡・佐賀並みまで回

復したということで、平均単価ですが、平成

27年度で11.55円という値段がついておりま

す。 

 

○城下広作委員 その傾向は、努力すれば高

どまりで頑張れるという可能性はあるんです

か。 

 

○木村水産振興課長 質のいいものをつくっ

ていけばということと、あと韓国と中国から

の輸入のノリというのがございます。これは

ＩＱ枠、輸入量の枠が将来にわたって広がる

ということになってますので、食の安全、安

心と国内産のノリの品質の向上をキープして

いくというような企業の努力がやっぱり必要

になってくるかというふうに思います。 

 

○城下広作委員 それが一つの鍵だから、つ

くるのもそうだけど、品質を管理し競争に勝

つと単価が上がるという可能性があるから、

それはひとつちょっと考えとかないかぬとい

うことになりますよね。 

 

○木村水産振興課長 その一つの方策とし

て、先ほどの一斉撤去がございましたので、

ことしも引き続き、そういう一斉撤去のスケ

ジュールを皆さんに推奨しているところでご

ざいます。 

 

○城下広作委員 よくわかりました。それは

頑張っていただきたい。 

 もう一つ、済みません、委員長よろしいで

すか。 

 12ページの部分で、これは改めて確認で

す。 

 有明海の水質保全の部分でＣＯＤ、有機物

による汚濁の指標なんですけれども、単純に

この報告を見ると、余り汚れとらぬと。 

 例えば、２番のところの環境基準、健康項

目、いわゆる全てが適合と。また、ＣＯＤで

有明海７水域のうち６水域が適合、達成率が

85.7と。八代は、11のうち10水域が適合、

90.9。ただ、全窒素とか全リンの部分は、若

干数字が落ちてますけれども、そんなに水質

は悪くなっとらぬというふうに、この報告数

字では読み取れるんですけれども、12年は赤

潮で大変悪かったと、あれから大分回復して

水質はそがん悪くないですよと受けとめられ

るので、そう理解していいんですかね。 

 

○川越環境保全課長 確かに委員おっしゃる

ように、水質のデータの値から見れば、環境

基準達成してない部分があっても、この環境

基準の12ページの右下のほうに枠囲みで基準

値を書いておりますけれども、これのぎりぎ

りのところでちょっとオーバーしたから環境
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基準を達成してないというような状況でござ

います。つまり、単なるデータから見れば、

水質自体は悪くはないというふうに我々も理

解しております。 

 

○城下広作委員 そこが、現実の今の漁獲高

が下がっている、ノリに影響しているとかな

んとか言いながら、具体的に調査する水質の

部分で見ると、そんなに問題ないという。何

か、どう我々も理解すればいいのか、非常に

難しいような逆に言えば見え方というか感じ

方をするので、これが何か本当によくわから

ぬと。だから手の打ちようがないとふうにも

つながるんじゃないかと思って。この辺は悩

んでいるのかどうなのか、どうなんでしょう

かね。 

 

○川越環境保全課長 水質につきましては、

それこそ平成12年の赤潮のときを別といたし

まして、それ以降は本当にほぼ横ばいでずっ

と来ているというような状況でございますの

で、各課のいろんな取り組みでありますと

か、それぞれの対策とかで、逆に言うと、あ

る意味水質がそのレベルで守られているんじ

ゃなかろうかとも思いますし、ほかの要因も

あるのかもしれません。ちょっとその辺につ

いてはわかりません。 

 

○城下広作委員 数字的には、常にクリアで

きるように、やっぱり検査をずっとやりなが

ら、まずは一つこれが指標だと。これをやっ

ぱり下回ることは、何か大きな原因で間違い

なく環境も悪くなっているということで読み

取るということが一番ということですね。 

 

○西岡勝成委員 赤潮のことですけれども、

ことしも台風16号前に赤潮が発生して、かな

りの被害が牛深を初め出ていると聞いており

ます。八代海の奥の長島町でもかなりの被害

が出ていると思いますけれども、どのぐらい

の被害が……。 

 

○木村水産振興課長 先日警報解除をいたし

ました赤潮でございますが、シャトネラとい

う種類でございます。今報告があっている分

で７万尾の養殖魚が死んだという報告を受け

ております。被害金額につきましては、今精

査中でございます。 

 

○西岡勝成委員 環境が、ある意味先ほど言

われるように、よくなってきているのに、片

一方じゃ、そういう赤潮がまた発生をしよる

ということは、非常になかなかわかりづらい

部分、温暖化も片一方じゃあるんでしょう。

いろいろな環境が整ったゆえに赤潮が発生す

るということ。 

 今度も台風が来てなかったら、まだたくさ

ん被害が出てる可能性があるんですね。あれ

でちょっと海をかきまぜたというか、そうい

う感じもありますので、ぜひその辺は、いろ

いろなデータを、閉鎖性の強い有明海、八代

海ですから、ぜひそういうデータを積み重ね

て、そういう被害が起きないように頑張って

ほしいと思います。 

 そのほかにちょっとよございますか。 

 関連する執行部からの説明はなかったんで

すが、鉄鋼スラグの件について質問をしたい

と思いますが、この委員会は、特別委員会で

すから、ＤＮＡ的に言えば、水俣病の問題か

ら有明海、八代海の砂利採取、違法採取の問

題、赤潮の問題、そういうものを引き継ぎな

がら、この閉鎖性の強い海の中でいかに環境

を守り生産性を上げていくかという流れをく

んだ特別委員会だと思うんですけれども、先

ほど田代部長が言われました、連携をとりな

がらやっていきたいという話ですが、この鉄

鋼スラグ、今のところ説明では、要するに手

続上は法にのっとって持ち込まれているとい

う話ですけれども、非常にアルカリ性の強い

物質で、そこに持ち込んだ後に中和して海に
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出している。ただ、外に流出してますから、

大雨が降ったり、湾内仕切ってある部分から

出ていく可能性も十分あるんです。 

 その話が、この委員会、関係する経済環境

委員会、私は長年やってますけれども、この

鉄鋼スラグを持ち込むという話は一回も執行

部から説明を受けておりません。 

 そして、地元でも、この御所浦町ですが、

水俣病で本当に７割も８割もの人たちが被害

を受けた中でも、その裏側で、その鉄鋼スラ

グが持ち込まれて処理をされておると。防波

堤をつくって強固にしていくという理屈はあ

るんでしょうけれども、そういうのが天草市

には説明してあったかもしれぬけれども、御

所浦町の住民には説明してないから、今

2,000人もの人たちが署名をして、このこと

について、非常に不安を持って心配をして請

願を出されている状況というのは、私は、執

行部にもいろいろ水産関係聞きますけれど

も、ばらばらですよ、やってること。これだ

け水俣病という大きな問題を起こした中で、

それぞれ理屈はあるかもしれぬけれども、た

だ、全然横の連携がとれてない。八代海だけ

でも、魚類養殖だけでも200億300億の魚類が

泳いでいるんですよ。 

 これで、仮にこの鉄鋼スラグから何らかの

環境の有害物質が仮に出たら──今のところ

はないらしい。私も、それはないことを信じ

てますけれども、出たら風評被害は大変なこ

とになりますよ。あの第３水俣病ですかね、

ハモから高濃度の水銀のハモが出ました。三

角経由で京都に。そのとき、もう天草の魚は

全く売れぬようになったんですよ。 

 そういう状況とかもあるので、やはりこの

有明海、八代海というのは、先ほどからも申

しますように非常に閉鎖性の強い海です。何

で鉄鋼スラグあたりを岡山とか広島から持っ

てくるのか。 

 実際、鉄鋼スラグというのは、もともと

1,000万トンの鉄をつくるとすれば300万トン

ぐらいの鉄が出るので、それは中国は非常に

大きく発展してきたので、それに合わせて生

産量もふえている中で、最初は、これはもう

特別管理の廃棄物だったんですね。もともと

は。それが何か知らぬ、グリーン購入法で、

特定関連商品・品目にされてきた経緯もあり

ますけれども、その中でも、八ッ場ダムとか

瀬戸内でもこの鉄鋼スラグでいろいろな問題

が発生をしているのも事実でございますか

ら、ぜひ、地元の住民の人たちが2,000人

も、８割ぐらいの人たちが署名するような陳

情を出させること自体が、私は県は失格だと

思いますよ。説明責任がなってない。だっ

て、この委員会だって、一回もこの鉄鋼スラ

グのことを説明したことありますか。ないで

しょう。どうなんですか。 

 

○久保循環社会推進課長 御所浦の採石場の

件につきましては、採石業者のほうが埋め戻

しをする。ただ、その埋め戻し材そのもので

はなくて、土どめの堤防の裏込め材として鉄

鋼スラグを使いたいという相談が昨年ござい

ました。製鋼スラグにつきましては、今、西

岡先生がおっしゃったとおり、アルカリが強

いとか、全国でも幾つか問題のある利用の仕

方があったとか、そういうところがございま

したので、廃棄物の搬入に当たるかどうかと

いうことを、私どものところで審査させてい

ただいて、結果、現状の利用計画におきまし

ては、廃棄物の利用に当たらないということ

を回答させていただいたところでございま

す。 

 ただ、製鋼スラグそのものにつきまして、

製鉄の過程で鉄の純度を高めるために大量の

石灰石を使うということがございますので、

そのために、水に触れますと非常にアルカリ

度が強い形で出ます。 

 それで、私どもとしましては、一応認めは

しましたものの、計画の段階から、会社に対

しまして、中和対策をきちんととりなさいと
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いったことを指導しておりますし、海に出さ

ざるを得ない場合はそういった形で排水をす

る。中和した形で出すということを指導して

おります。今、現状我々も環境調査に入って

おります中では影響は見られておりません。 

 また、有害物質につきましても、これま

で、会社自身とか、製造販売元、県独自でも

検査をしております。この結果、いずれも基

準超過は見られておりません。 

 ９月23日も住民立ち会いのもとで改めて検

査を行っておりまして、さらに、これにつき

ましては、また住民の皆様には御説明をする

つもりでおりますけれども、今のところ有害

物質による環境汚染の心配はないものという

ふうに捉えております。 

 ただ、今先生御指摘のとおり、廃棄物でな

いと認めるに当たって、住民への説明という

ことでございますけれども、天草市に対して

は当然説明は申し上げましたけれども、住民

に対しては事業者からできるだけ説明しても

らいたいということで、県から直接という形

の御説明は行ってはおりませんでした。 

 この点、後になって天草市が住民の意見を

聞く段階になって、住民の皆さんが初めて知

って不安を高められたという状況でございま

すので、御指摘のとおり、今後に向けては、

丁寧にかつ理解を得るような形でいろんな説

明を事前に申し上げていくということが非常

に必要だなというふうには考えております。 

 

○西岡勝成委員 有害物質が出ないことを、

本当に私も期待といいますか、信じていると

ころでございますけれども、先ほどから、有

明海・八代海再生という、もう本当に閉鎖性

の強い海で、そこで養殖業だけでも、それは

300億も幾らもやっているんですよ。そこで

何かが仮に出たら、海へは広がっていくんで

すよ。 

 だから、きちっとやっぱり説明責任をし

て、ちゃんと加工された物質を持ってこない

と、上天草じゃクルマエビ養殖場の跡に埋め

たらどうかというような議論もなされている

やに聞くし、ちゃんとした──全くだめなも

のとは私も思いませんよ。ちゃんと有害物質

を除去して持ってくるなら、有効な部分もあ

ると。路盤材とかいろいろ聞いとりますけれ

ども、そういうのはあるとしても、海に持ち

込む前にちゃんと処理したものを持ってくれ

ばいいと思うんですけれども、一応持ち込ん

でから、そこでアルカリを除去するというよ

うな方法自体に、それは廃棄物にならないの

かなと思ったりもするし、そこでちゃんとも

うほかできちっと処理をしたものを埋め戻す

というか、するなら私もわかるんですけれど

も、ただ、掘った後に大雨が降ると、それが

またあふれる可能性もあるので、その辺はま

た再考をして、住民の人たちが本当に安心し

て対応できるような体制づくりをぜひお願い

いたしたいと。 

 

○山口裕委員 関連してお願いします。 

 私も、西岡先生と同じ気持ちで、適切な対

応をとってほしいというのがあるんですが、

今回の御所浦の案件について、皆さん前提と

なったことがあることは覚えておかなければ

いけないと思います。 

 それは、倉岳で皆さんが鉄鋼スラグを撤去

させた、この前提があるからだと思っており

ますよ。適切な施工がなされとらぬだったか

ら皆さんは強制的に撤去をさせたんですが、

その実例はよいとしても、スラグって本当に

よくないものなんじゃないかということを、

やっぱり天草の人たちが思い出したというこ

とは、まず前提として覚えておかなければい

けないと思います。 

 そしてまた、先ほど西岡先生から御紹介が

あったように、昨年度は、うちの上天草管内

でも、やはりスラグを使った土地の造成が話

題になったわけですけれども、皆さんさまざ

ま施工者から出される資料をもとに検討され
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て許認可出されるんでしょうが、うちで課題

になったのは、先ほど御紹介あったようにエ

ビ養殖場でした。エビ養殖場の護岸というの

は、しっかりとつくられたものとしっかりと

つくられてないものがあります。 

 そういった中で、私の地域の案件はしっか

りとつくられてない。海水と触れる可能性が

高いところに施工されようとしておりました

が、そのあたりも私は不安が残っているとこ

ろで、全てコンクリートで造成された全築と

いうつくり方であれば、何の問題もないだろ

うし、補強も組めばいいでしょうけれども、

おおよそ満潮時には下の施工部分が浸かって

しまう半築というやり方のところに鉄鋼スラ

グを使うなんていうのは、やはり海水と触れ

る機会が多いので、そういったものにスラグ

を使うことはいかがなものかと思ったところ

であります。 

 皆さんが適切に対応されることが、実は住

民の安心につながってもいくと思いますし、

循環社会を実現する上でも、国から受けた受

託事務とはいえ、しっかりとやることが重要

だと思いますので、よろしくお願いします。 

 

○坂田孝志委員長 答えはよございますか、

今の。 

 

○山口裕委員 要りません。 

 

○西岡勝成委員 要するに、田代部長、横の

連携をとっとかなだめですよ、もうちょっ

と。商工と環境と農林水産、全然とれてな

い。 

 

○城下広作委員 委員長、済みません。ちょ

っと関連で。 

 結局、鉄鋼スラグがどれだけあるか、この

部分でアルカリがどのくらいあって、これが

環境の影響になるというのは、しっかり県も

データとかなんか持っとかぬと、いいとか悪

いとかと言えぬから。鉄鋼スラグによってア

ルカリがどのくらいの量が出る、だったらど

れが問題になるという根拠というのはちゃん

とつかむということはあるんでしょう。つか

んでるというか、それはどうなんですか。 

 

○久保循環社会推進課長 製鋼スラグを使え

ば、そういう材料を持ってくれば、海水に対

してどのくらいの量があればというのは、そ

れはもちろん科学的なデータがございます。 

 今回使っているのは、150メーターぐらい

にわたって４万9,000立米の材を持ち込んで

裏込めをつくるという話でございますが、そ

の上にさらに土かぶせをする、今その前の段

階なものですから、すこしアルカリが出てし

まっているんです。そういう状況なり計画と

いうものは、一応事前に把握をさせていただ

いた上で、この利用であれば、全国的な利用

状況とかに比べても廃棄物利用ではないだろ

うということで、一応廃棄物利用ではないと

いう認め方をさせていただいたところです

が。 

 

○城下広作委員 だから、そのだろうという

のが、いつももめるわけだから、はっきり数

字的に、これは大丈夫、大丈夫じゃないと言

わないと、逆に申請する側も、受ける側も、

だろうだろうの話だったら、結局賛否が難し

くなるから、そこはちゃんとしなきゃいけな

いんじゃないかということを言ってる。 

 

○久保循環社会推進課長 失礼しました。だ

ろうという言い方で申しわけございませんで

した。 

 そういう基準に基づいて認めております。

ただ、計画は計画ですから、その後に本当に

そのとおりやるかというのもございますの

で、実際の事業の監視も実施していると。周

辺の環境も、モニタリングといいますか、そ

ういったことをやらせていただいているとい
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う状況でございます。 

 

○城下広作委員 はい、了解です。 

 

○岩本浩治委員 せんだって、管内視察で河

内の塩屋漁港に行きまして、あそこの何千立

方という流木を見まして、やはり台風や洪水

が来るたびに、まあいわば阿蘇の材木じゃな

いかなと考えるとすれば、その都度やはり有

明海に流木が流れ、そして見に行った塩屋漁

港みたいに、やはりもうこれで魚とりをやめ

ようという人も出てくるかもわからない。 

 そういう中で、やはり抜本的な対策を講じ

ていかなければ、その都度こういう問題が起

きたらいけないんじゃないかと思うものです

から、何か対策等を考えてらっしゃるのか。

流木が来てから次の災害に対して未然に防ぐ

ということじゃなくて、最初から流木を防い

だり、そうならないような対策をやはり考え

ていかなければならないんじゃないかなと思

った次第でございますが、何か考えてらっし

ゃるんでしょうか。 

 

○木村水産振興課長 水産部局といたしまし

ては、流木がノリ養殖施設等に被害を与えな

いように、やっぱり海に出たすぐに回収でき

るような方策を検討いたしまして、予算化し

たところでございます。 

 例えば、河口域で、ある程度フェンスをつ

くりまして、そこに大きなものをかけて除去

すると。それと、ガット船と台船を使いまし

て、流木を積極的に駆除する、除去すると。

そういうふうに海に出たものについて、即時

に対応できるような形で今後進めていければ

なというふうに思っております。 

 

○岩本浩治委員 それは、その都度起こった

ときに行うということです。その事前に何か

考えてないんでしょうか。 

 

○赤羽森林整備課長 森林整備課でございま

す。 

 流木対策ということだけではございません

けれども、先ほども私のほうからも説明いた

しましたけれども、山のほうで適切に森林の

整備を行うことを目標にいろいろ間伐等をや

っております。ただ、間伐をしっかりやっ

て、立派な森林が育っても、最近の異常気象

と申しますか、ちょっと想定以上の雨等々が

来ると、なかなかその山の木も根っこのとこ

ろより下から土壌が持っていかれると、木が

出てきてしまうというようなことがございま

す。 

 その点に関しましては、治山事業というも

のがございまして、山から出てくる土砂です

とか流木を、今スリット式ダムとかございま

すけれども、そういったものを設置して、で

きるだけそこで捕捉しようというようなこと

で取り組んでまいっております。 

 ただ、いかんせん、それを全部にやるとい

うのも難しいものなので、我々といたしまし

ては、予算もございますので、なるべく効果

的に捕らえられるように対策をしてまいりた

いと思っております。 

 

○岩本浩治委員 はい、わかりました。いい

です。 

 

○西山宗孝委員 お尋ねします。 

 先ほど、山本先生、村上先生からも有明海

の漁場の生産高の話が出たんですが、余り確

認までどうかなと思ってたんですけれども、

そういったお話が、最終的には出口にはそう

いったもうかる生活ができる漁業を皆さん期

待されてると思うので。漁民も、あるいは県

もそうなんですが。 

 そういう中で、先ほど平岡局長さんのほう

から、年々御努力によって環境がよくなっ

て、魚、ノリがよくなることは期待されると

ころなんですけれども、いかんせん、ノリ漁
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業については投資があって、先ほど共乾とか

協業化を進めて支援していくという話があり

ましたが、なかなか現実進まない理由が、や

はり乾燥機１台個人で据えるにしても、10年

から15年ぐらいのローンでされる。ことし変

えたんだけれども、じゃあほかの漁民がどう

かというと、10年前に変えたところもありま

すし、たまたま協業化が一致すればいいんで

すが、恐らく行政のお力をいただきながら、

今後10年ぐらいの協業化に向けた計画なりを

御指導していただかないと、市町村にも漁業

にも余り専門家もおりませんので、そういっ

た面で、本当に協業化とか共乾あたりが支援

できるということを確信持たれているなら

ば、向こう10年ぐらいのそういった協業化再

生プランあたりを漁業に対して少し御検討い

ただけないのかなと今感じたんですけれど

も、いかがでしょう。 

 

○木村水産振興課長 有明海におきまして

は、広域の浜の活力再生プランをつくってお

ります。これは、漁連が中心となりまして、

協業化施設等整備していくようなプランもつ

くっておりますので、それに県のほうも入っ

ていきまして、漁協を中心に、先ほど委員が

おっしゃったような個人個人のローテーショ

ン、そういう機械のものも勘案しながら、協

業化の方策を練っていくという形になってお

りますので、今後、その広域浜プランに従い

まして続けて進めていきたいというふうには

考えております。 

 

○西山宗孝委員 恐らく市町村とか通しなが

ら漁業組合に話しされると思いますが、なか

なか市町村にも専門とかそういった方が少な

いので、ぜひとも、県、市、漁連もそうなん

ですけれども、そういった体制の中で、寄り

添った──10年プランか15年プランかわかり

ませんが、ローテーションに合うような現実

的な計画を、ぜひ、後継者も期待していると

思うんですけれども、ぜひ御検討していただ

きたいと思います。 

 以上です。 

 

○坂田孝志委員長 ほかにありませんか。 

 それでは次に、地球温暖化対策に関する件

について質疑を受けたいと思います。質疑ご

ざいませんか。 

 

○磯田毅委員 県が策定した総合エネルギー

計画ですか、平成32年が仕上げの時期だと思

いますけれども、そのときに、省エネと再生

エネルギーの推進によって、原油換算で100

万キロリットルの削減をするという目標があ

りますけれども、現在、私が一般質問したと

きには、計画のメガ発電とか家庭用の発電に

しろ、まだ足りなかったんですね。その後、

どういう進捗がなされたのか。 

 そして、もう一つは、その再生可能エネル

ギーの技術というのが日に日に進んで、バイ

ナリー発電とか出てきましたけれども、この

前、家庭用の２階とか３階に、家庭に降った

雨水をためてする発電の技術というのが、安

い値段でどうも開発されるようだという情報

が入りましたけれども、そういった地産地消

じゃないですけれども、家で産して家で消費

するというようなことも今だんだん出てきた

ようですが、そういった進捗状況についての

県の考えというのはどうなっているのか、今

ちょっとお聞きしたいと思いますけれども。 

 

○前野エネルギー政策課長 エネルギー政策

課でございます。 

 まず、県の総合エネルギー計画につきまし

ては、委員おっしゃるとおり、重油換算100

万キロリットルの削減を目標に進めていると

ころでございます。26年度末につきまして

は、もう既に省エネと新エネで81万キロリッ

トルの効果があったと。 

 27年度につきましては、若干地震の関係
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で、各市町村関係機関からの集計を今やって

いるところでございますが、100万キロリッ

トルについては、非常に太陽光発電が進んだ

関係で大分近づいてくるのかなというふうに

思っております。今のところ、まだ集計をや

っているところでございます。また後日御報

告させていただきたいと思います。 

 それと、バイナリー発電につきましては、

県内でも温泉熱──バイナリー発電というの

は、沸騰点が低い気体を沸騰させて、それで

タービンを回して発電するということで、小

規模ながら小国町とかで検討されているとい

うのを聞いております。 

 また、委員おっしゃった雨水とかについて

は、私どもそういう情報をまだ入れておりま

せん。勉強不足で申しわけありません。 

 以上でございます。 

 

○坂田孝志委員長 ほかにありませんか。 

 それでは、ないようでございますので、そ

の他に入ります。 

 その他で、平成28年度の本特別委員会の重

点審議項目について、執行部から１つ提案が

あるとのことですので、説明をお願いしま

す。 

 

○橋本環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 資料の92ページをお願いいたします。 

 平成28年度の有明海・八代海再生及び地球

温暖化対策特別委員会の重点審議項目につい

て提案させていただきます。 

 まず、提案の背景でございますが、有明

海・八代海再生につきましては、県計画及び

県議会からの提言に基づき総合的に対策を実

施しておりますが、いまだ道半ばであるこ

と、また、８月に沿岸域の関係者を参集し開

催いたしました有明海・八代海再生推進連携

会議において、干潟環境の悪化によるアサリ

の減少問題、八代海湾奥部の浅海化問題等に

ついて、対策強化の声が多く寄せられたこ

と、さらに、今年度末をめどに国の評価委員

会報告書が取りまとめられる予定ですが、各

海域の再生につながるよう、具体的な再生へ

の取り組み等を評価委員会のみならず関係省

庁へも提案していく必要があること、こうし

たことが提案の背景でございます。 

 次に、２の重点審議項目でございますが、

海域環境の改善を図るため、これまでの県議

会の提言項目の中から、今年度は特に、以下

の①から⑤の提言項目について重点審議して

いただき、海域ごとに再生方策を取りまとめ

るとしております。 

 重点審議していただく提言項目は、①干潟

等の漁場環境改善のための事業の充実、②抜

本的な干潟等再生方策の検討、③栽培漁業及

び資源管理型漁業の推進、④持続的養殖漁業

の推進、⑤調査研究体制の充実でございま

す。 

 また、海域の区分については、矢印の右側

に記載のとおり、有明海、八代海湾奥部、ま

た湾奥部以外の八代海、ここには牛深町周辺

も含みますが、この３つの海域ごとの検討を

考えております。 

 次に、(2)でございますが、国の有明海・

八代海等総合調査評価委員会の動き等につい

ても、重点審議項目として、その動きを報告

し、審議していただきたいと考えておりま

す。 

 93ページをお願いします。 

 ３のスケジュールでございますが、庁内の

再生推進チームを中心に検討を行い、12月の

定例会で再生方策の素案、２月定例会で再生

方策案について審議していただくことを予定

しております。 

 ４のその他でございますが、重点審議項目

以外の有明海・八代海再生に係る提言項目及

び地球温暖化対策についても、引き続き審議

を行うとしております。 

 説明は以上でございます。 
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○坂田孝志委員長 ただいま執行部から重点

審議項目について説明がございましたが、こ

れについて何か質疑ございませんか。 

 

○村上寅美委員 １点いいですか。 

 これで結構ですけれども、今国も、私は養

鰻のことでしょっちゅう上っとるけど、重点

項目として、今後は陸上養殖が花形になって

くる。だから、今後漁業者が担い手として生

きていくにはどうするかという中で、その辺

を研究してもらいたいと思うんだよな。陸上

養殖。 

 西岡先生が言われるような、もうしょっち

ゅうあれが出るから、だから陸上養殖という

のが今後どんどんふえてくる。安定養殖型で

ね。そうすると、２年のは１年でよか。３年

のは１年半ぐらいで、成長率が倍になる。も

ちろん投資効果があるものだから、その中で

国に要望して推進するならやっぱり国の制度

をちゃんとしてもらわないかぬ。それを、ホ

ンマグロとかウナギとか、ずっと今研究段階

だけん、ぜひ熊本からも声を出してもらいた

い。 

 以上です。 

 

○坂田孝志委員長 ただいまのは、５番目の

調査研究体制のそういう中でやっていきます

ですな。 

 

○松田三郎委員 中身については、異存ござ

いませんが、ちょっと参考までに。委員長の

御判断もあろうかと思いますが。 

 その他で、重点審議項目以外も引き続き審

議をするということは、やっぱりバランスな

りめり張りをつけてということだと思います

が、具体的には、例えばきょうの場合、資料

は92ページぐらいありますけれども、資料は

つくるけれども、資料の説明は重点項目だけ

にするということとか、この今回第７回の次

第の議題を見るところで、その重点項目以外

は、例えばその他に回るとか、何か大体のイ

メージがわかるように、もうちょっと説明し

ていただければと。具体的にですね、12月委

員会に。 

 

○橋本環境立県推進課長 資料のつくり方に

ついては、今後また相談させていただきなが

ら考えていきたいと思いますけれども、今回

提言項目19施策ありますけれども、その時期

時期に応じて、御説明が必要な事項も出てく

るかと思いますので、そういった点について

は、御説明して御意見を伺うということで考

えております。 

 

○成富環境局長 ちょっと補足をさせていた

だきます。 

 12月は、今御説明しました重点審議項目に

つきましては、有明海、八代海湾奥部、それ

と湾奥部以外の八代海関係について、重点的

な再生案のたたき台を御説明したいと思って

います。 

 そのほか、重点項目以外についても、変化

のあった点、地球温暖化でも主要に説明しな

いといけない点がありましたら、その点につ

いては説明するということで、大体比重的に

は、という感じで言うと失礼ですけれども、

６対４とか７対３ぐらいになっていく可能性

はあると思っておりますので、よろしくお願

いします。 

 

○坂田孝志委員長 それとあわせて、西岡先

生のほうからも出ておりましたが、それぞれ

海域の特性といいますか、あれが違うから、

海域ごとに少し整理してわかりやすいように

説明いたしたいと思いますので、つけ加えさ

せていただきます。 

 ほかにございませんか。 

  （「ありません」と呼ぶ者あり） 

○坂田孝志委員長 それでは続きまして、付
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託調査事件の閉会中の継続審査についてお諮

りいたします。 

 付託調査事件については、引き続き審査す

る必要があると認められますので、本委員会

を次期定例会まで継続する旨、会議規則第82

条の規定に基づき議長に申し出ることに御異

議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○坂田孝志委員長 異議なしと認め、そのよ

うにいたします。 

 その他に入ります。その他として何かあり

ませんか。 

  （「ありません」と呼ぶ者あり） 

○坂田孝志委員長 以上で本日の議題は全て

終了いたしました。 

 それでは、これをもちまして、第７回有明

海・八代海再生及び地球温暖化対策特別委員

会を閉会します。 

 ありがとうございました。 

  午後０時15分閉会 
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